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Ⅰ 平成 25 年度 収支予算及び事業計画の主要事項   

  

１．事 業 計 画 

 

＜ 計 画 概 説 ＞ 

平成 25 年度は、３か年経営計画の２年目として、「公共」「信頼」「創造・未来」

「改革・活力」の４つの重点事項を 24 年度に引き続き、着実に実施していきます。  

経営計画を策定した以降に、東海・東南海・南海地震の被害想定が見直されました。

また、激動する国際情勢等の中、一層正確で安心できる情報を視聴者に届けることが、

公共放送に求められています。 

このような状況の下、放送・サービスにおいては、いかなる災害時にも対応できる

よう、安全・安心を守るための公共放送の機能強化を一層拡充し、あわせて、24 年度

に引き続き、東日本大震災からの復興を支援します。また、確かなニュースや世界に

通用する質の高い番組、日本や地域の発展につながる放送を充実するとともに、世界

に向けた情報発信を強化します。  

さらには、放送と通信の連携が一層進展する時代において、スーパーハイビジョン

やハイブリッドキャストなど次世代のデジタル技術を活用した新たなサービスを開

発します。あわせて、人にやさしい放送・サービスを拡充します。 

協会の主たる財源である受信料については、24 年 10 月から実施した値下げの通年

化により、減収影響が更に大きくなりますが、受信料の公平負担の徹底のため、営業

改革と受信料制度の理解促進に努めるとともに、一層効率的な経営を行い、公共放送

の価値を最大に高めていきます。 
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＜ 事 業 計 画 の 重 点 事 項 ＞ 

 

ア．事 業 運 営 計 画  

(1) 公共 

安全・安心を守るなど公共放送の機能を強化するとともに、東日本大震災からの復興
を支援 

① いかなる災害時にも対応できる放送実施体制の強化 

② 地域の安全・安心に役立つ情報提供 

③ 東日本大震災を検証し復興を支援する番組 

④ 災害の映像・証言を歴史的資料として記録し保存・活用 
 

 

(2) 信頼 

世界に通用する質の高い番組や、日本、そして地域の発展につながる放送・サービス
の充実 

① 確かなニュースや多様で質の高い番組 

② 地域の再生、地域の活性化への貢献 

③ 国際発信力の強化 

④ 国際展開によるＮＨＫのブランド力の向上 

⑤ 第 23回参議院議員通常選挙放送の実施 

⑥ 冬季ソチオリンピック及びパラリンピック放送の実施 
 

 

(3) 創造・未来 

放送と通信が連携する時代にふさわしい、様々な伝送路を利用した新たなサービスの
開発 

① 放送と通信が連携した新たなサービスの提供と開発 

② 次世代の超高臨場感放送システムの開発 

③ 字幕放送など人にやさしい放送・サービスの拡充と開発 

④ テレビ放送の完全デジタル移行後の課題への取り組み 
 

 

(4) 改革・活力 

効率的な経営の推進と営業改革による受信料の公平負担の徹底 

① 効率的な経営を行い、公共放送の価値を最大化 

② 受信料の公平負担に向けた営業改革と受信料制度の理解促進 

③ 放送・サービスの質を向上させる活力ある職場づくりの推進 
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イ．建 設 計 画 

(1) いかなる災害時にも対応できる放送網設備の整備 

① テレビ放送所の建設・整備、電源設備等の機能強化 

② ラジオ・ＦＭ放送所の建設・整備、電源設備等の機能強化等 

 

 

(2) 緊急報道や番組の充実のための放送番組設備等の整備 

① 全国取材・伝送機能の強化等の緊急報道対応設備の整備 

② 放送センター番組設備のファイルベース化整備等の番組制作・送出設備の 

 整備等 

 

 

(3) 地域放送会館の整備 

① 京都放送会館、熊本放送会館、仙台放送会館の整備等 

 

 

 

 

 

 

ウ．要 員 計 画 

(1) 業務の効率化の推進による要員の見直し（△100人） 

 

(2) 全国ネットワークを含む公共放送の役割を果たすための要員体制の構築・整備 
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２．収 支 予 算  
 

(1) 一 般 勘 定  
 

（ 事 業 収 支 ）     （単位 千円） 

款  項  平成 24年度 平成 25年度 増 減 額 

事 業 収 入    648,994,897 647,906,889 △ 1,088,008 

 

 受 信 料 

交 付 金 収 入 

副 次 収 入 

財 務 収 入 

雑 収 入 

特 別 収 入 

 626,901,022 

3,418,341 

9,195,000 

5,014,721 

3,706,000 

759,813 

622,101,017 

3,526,908 

9,246,293 

4,470,041 

3,500,000 

5,062,630 

△ 

 

 

△ 

△ 

 

4,800,005 

108,567 

51,293 

544,680 

206,000 

4,302,817 

事 業 支 出    648,994,897 647,906,889 △ 1,088,008 

 

 
国 内 放 送 費 

国 際 放 送 費 

契 約 収 納 費 

受 信 対 策 費 

広 報 費 

調 査 研 究 費 

給 与 

退 職 手 当 ・ 厚 生 費 

共 通 管 理 費 

減 価 償 却 費 

財 務 費 

特 別 支 出 

予 備 費 

 280,415,185 

15,080,986 

58,035,938 

7,404,390 

5,108,664 

8,581,883 

125,476,262 

61,545,695 

12,380,894 

69,750,000 

4,000 

2,211,000 

3,000,000 

285,663,904 

15,811,202 

58,230,571 

4,578,968 

5,240,833 

8,858,385 

123,409,071 

61,344,504 

12,304,701 

67,330,000 

3,750 

2,131,000 

3,000,000 

 

 

 

△ 

 

 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

 

5,248,719 

730,216 

194,633 

2,825,422 

132,169 

276,502 

2,067,191 

201,191 

76,193 

2,420,000 

250 

80,000 

－ 

事業収支差金     －  －   － 
 

 

  

（ 資 本 収 支 ）     （単位 千円） 

款  項  平成 24年度 平成 25年度 増 減 額 

資 本 収 入    112,273,287 71,430,000 △ 40,843,287 

  前 期 繰 越 金 受 入 れ 

減 価 償 却 資 金 受 入 れ 

資 産 受 入 れ 

 40,000,000 

69,750,000 

2,523,287 

1,812,153 

67,330,000 

2,287,847 

△ 

△ 

△ 

38,187,847 

2,420,000 

235,440 

資 本 支 出    109,800,000 71,430,000 △ 38,370,000 

 
 
建 設 費 

建 設 積 立 資 産 繰 入 れ 

 
69,800,000 

40,000,000 

71,430,000 

－ 

 

△ 

1,630,000 

40,000,000 

資本収支差金     2,473,287 － △ 2,473,287 

 

 

 

 

 

 

 



- 5 - 

 

（参考－１）建設積立金（資産）及び財政安定のための繰越金の状況 

建設積立金は放送センター（本部）の建替え等に備えた積立金です。 

財政安定のための繰越金は、平成25年度に1,812,153千円を取り崩し、公共放送の機能強化

のための建設費（設備投資）に使用します。 
 

    （単位 千円） 

区     分 

 平 成 24 年 度  平  成  25  年  度 

 
年 度 末 残 高 

（ 見 込 ） 
 取 崩 し 繰 入 れ 

年度末残高 

（ 見 込 ） 

建 設 積 立 金 （ 資 産 ）  58,363,240  －  － 58,363,240 

財政安定のための繰越金  84,782,648  △  1,812,153  － 82,970,495 

 

 

 
（参考－２）外部資金の状況 

平成 24年２月に放送債券を償還した以降、外部資金の残高はゼロとなっています。 

 

 

 
（参考－３）事業収支のうち衛星放送に係る収入と経費   

  衛星放送に係る収入と経費とは、衛星付加受信料を収入とし、衛星放送の実施に要する番組制作

や契約収納等の経費を把握しているものです。 

  衛星放送に係る経費は、衛星放送のみに係る経費のほか、衛星放送及び地上放送に共通して係る

経費を放送時間比率や受信契約件数比率等の一定の基準により配賦しています。 
 

     （単位 千円） 

 区        分  平成 24年度 平成 25年度 増 減 額 

 衛 星 付 加 受 信 料 収 入  152,598,286 160,515,279  7,916,993 

 衛 星 放 送 の 実 施 に 要 す る 経 費  149,504,205 149,328,272 △ 175,933 

 
国 内 放 送 費 

契 約 収 納 費 

受 信 対 策 費 

広 報 費 

調 査 研 究 費 

給 与 

退 職 手 当 ・ 厚 生 費 

共 通 管 理 費 

減 価 償 却 費 

 
88,332,910 

19,504,033 

230,741 

230,055 

146,944 

21,108,993 

10,353,891 

266,417 

9,330,221 

89,958,428 

19,850,374 

205,526 

231,265 

144,650 

20,807,877 

10,343,234 

229,543 

7,557,375 

 

 

△ 

 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

1,625,518 

346,341 

25,215 

1,210 

2,294 

301,116 

10,657 

36,874 

1,772,846 

 差 額  3,094,081 11,187,007  8,092,926 
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(2) 番組アーカイブ業務勘定  
 

（ 事 業 収 支 ）     （単位 千円） 

款  項  平成 24年度 平成 25年度 増 減 額 

事 業 収 入    2,363,488 1,782,310 △ 581,178 

  視 聴 料 収 入  2,363,488 1,782,310 △ 581,178 

事 業 支 出    3,154,321 2,425,018 △ 729,303 

 

 
既 放 送 番 組 配 信 費 

広 報 費 

給 与 

退 職 手 当 ・ 厚 生 費 

共 通 管 理 費 

減 価 償 却 費 

 

2,676,673 

250,714 

108,303 

47,582 

45,850 

25,199 

1,987,941 

232,488 

95,432 

42,875 

37,298 

28,984 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

 

688,732 

18,226 

12,871 

4,707 

8,552 

3,785 

事業収支差金    △ 790,833 △ 642,708  148,125 

 
 

（ 資 本 収 支 ）     （単位 千円） 

款  項  平成 24年度 平成 25年度 増 減 額 

資 本 収 入     25,199 28,984  3,785 

  減 価 償 却 資 金 受 入 れ  25,199 28,984  3,785 

資 本 支 出    25,199 28,984  3,785 

 
 
建 設 費  25,199 28,984  3,785 

資本収支差金    － － － 

（注） 事業収支差金△642,708 千円を含む平成 25 年度末の繰越不足△8,200,551 千円については、    

一般勘定からの借入金等をもって補てんします。 
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(3) 受託業務等勘定  
 

（ 事 業 収 支 ）   （単位 千円） 

款  項  平成 24年度 平成 25年度 増 減 額 

事 業 収 入    1,430,385  1,454,519   24,134  

  受 託 業 務 等 収 入  1,430,385  1,454,519   24,134  

事 業 支 出    1,197,034  1,219,638   22,604  

  受 託 業 務 等 費  1,197,034  1,219,638   22,604 
 

 

事業収支差金    233,351  234,881   1,530  

（注） 事業収支差金 234,881千円については、一般勘定の副次収入に繰り入れます。
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３．収 支 予 算 内 訳  
  

(1) 一 般 勘 定  
             

（ 事 業 収 支 ）    （単位 千円） 

区    分 
予   算   額 

摘   要 
平成 24年度 平成 25年度 増  減 

事 業 収 入 648,994,897 647,906,889 △ 1,088,008  

受 信 料 626,901,022 622,101,017 △ 4,800,005  

 (1) 基本受信料  474,302,736 461,585,738 △ 12,716,998 ＜契約総数増加件数＞ 

24年度見込 45万件 25年度予算 48万件  

     

  
(2) 衛星付加受信料 152,598,286 160,515,279  7,916,993 ＜衛星契約増加件数＞ 

24年度見込 75万件 25年度予算 69万件 
5     

交 付 金 収 入 3,418,341 3,526,908  108,567  

 
 

    
 

  
(1) 国 際 放 送 

関係交付金 

3,397,905 3,397,529 △ 376 放送法第 67 条による国からの

交付金 
 

      

  
(2) 選 挙 放 送 

関係交付金 

20,436 129,379  108,943 公職選挙法第 263、264条による

国及び都道府県からの交付金 
 

 
    

 

副 次 収 入 9,195,000 9,246,293  51,293 
 

 

 

      

  

(1) 一般業務収入 7,646,874 7,731,299  84,425 放送番組の多角的活用、放送番

組テキストの出版、技術協力・

特許実施料による収入等 
 

      

  
(2) 番組アーカイブ 

  業 務 収 入 

137,075 98,449 △ 38,626 番組アーカイブ業務勘定の

事業支出からの受入れ 
 

      

  

(3) 受託業務等収入 1,411,051 1,416,545  5,494 受託業務等勘定の事業支出

及び事業収支差金からの受

入れ 
     

 

財 務 収 入 5,014,721 4,470,041 △ 544,680 
 

 
 

    
 

  (1) 受 取 利 息 3,424,721 3,251,041 △ 173,680 預金及び有価証券による運用利息等 
       

  (2) 受取配当金 1,590,000 1,219,000 △ 371,000 出資に対する配当金 
      

雑 収 入 3,706,000 3,500,000 △ 206,000 
前々年度以前受信料の回収、 

不用品処分代金等 

特 別 収 入 759,813 5,062,630  4,302,817 
 

 
 

    
 

  (1) 固定資産売却益 431,384 1,489,071  1,057,687  
      

 

  
(2) 固定資産受贈益 

  そ  の  他 

328,429 3,573,559  3,245,130 逓信ビルからの転出補償金等 
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（単位 千円） 

区    分 
予   算   額 

摘   要 
平成 24年度 平成 25年度 増  減 

事 業 支 出 648,994,897 647,906,889 △ 1,088,008  

国 内 放 送 費 280,415,185 285,663,904  5,248,719  

 

   

 

5  

  (1) 番組制作費 204,237,378 207,639,304  3,401,926  
      5 

   （地上放送） 98,620,285 99,819,409  1,199,124  

  

   55  

 

 

 

 

 

  
総合テレビジョン 60,049,333 60,569,964 520,631 総合テレビジョン放送番組の制作

に要する経費 
  

     

  
教育テレビジョン 

（Ｅテレ） 
19,917,786 20,454,848  537,062 教育テレビジョン（Ｅテレ）放送

番組の制作に要する経費 
       

   音 声 放 送 3,721,952 3,722,091  139 音声放送番組の制作に要する経費 
  

     

 

 

 

   地 域 放 送 14,931,214 15,072,506  141,292 地域放送番組の制作に要する経費 

        

   （衛星放送） 55,055,092 57,075,615  2,020,523  

  

    5  

   Ｂ Ｓ １ 28,417,333 29,467,552 1,050,219 ＢＳ１放送番組の制作に要する経費 
 

   5 

 

 

 

 

 

  
ＢＳプレミアム 26,637,759 27,608,063  970,304 ＢＳプレミアム放送番組の制作に

要する経費 

       

   （報道取材） 18,291,406 19,133,263  841,857  

  

     

   報道取材費 11,611,014 12,210,409  599,395 報道取材に要する経費 
  

    

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

   報道資材費 1,318,205 1,406,713  88,508 報道取材に必要な資材に要する経費 
  

    

 

 

 

 

 

   海外総支局費 2,166,115 2,185,345  19,230 海外総支局の運営に要する経費 
  

    

 

 

 

 

 

 

 

 

   航空機雇上費 3,196,072 3,330,796  134,724 航空機の雇上に要する経費 

       

   （制作共通費等） 32,270,595 31,611,017 △ 659,578  

  

     

 

 

 

 

 

   

出演契約・ 

共通著作権費 

 

11,130,448 10,305,594 △ 824,854 出演団体経費、ＮＨＫ交響楽団助

成金、音楽著作権料、レコード二

次使用料等 
  

     

 

 

 

 

 

 

 

 

5 

   海外素材回線料 2,692,604 2,822,247  129,643 海外素材伝送用回線の使用料 
  

     

 

 

 

 

555 

 

 

 

 

   国内素材回線料 2,109,766 2,243,417  133,651 国内素材伝送用回線の使用料 
  

     

 

 

 

 

 

 

 

 

   
番組資材費 1,128,444 827,821 △ 

 

300,623 

 

ビデオテープ、録音テープ、 

スタジオ用品購入経費等 
  

     

 

5 

 

 

5 

   

制作共通費 15,209,333 15,411,938  202,605 インターネットを利用した放送補

完サービスの実施経費、システム

運用経費、ホール運営経費等 
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      （単位 千円） 

区    分 
予   算   額 

摘   要 
平成 24年度 平成 25年度 増  減 

 
    

 

  (2) 編成企画費 10,790,971 11,430,635  639,664  
 

     

   考 査 費 361,416 353,353 △ 8,063 番組考査経費等 
  

     

   
資 料 費 2,162,877 2,139,388 △ 23,489 映像資料等アーカイブス化経費、 

ＣＤ、図書購入経費等 
  

     

   

番組交流・ 

開 発 費 

5,314,515 5,967,848  653,333 海外放送機関への番組提供、番組 

審議会及び各種番組企画委員会の

開催経費、番組の試作・開発研究  

経費等 
  

     

   
編成管理費 2,952,163 2,970,046  17,883 番組表の作成経費、編成業務管理事

務費等 
  

    4 

  

(3) 番組利用促進費 8,653,093 8,426,665 △ 226,428 番組の公開・催物経費、日本放送協

会学園、ＮＨＫ厚生文化事業団への

助成金等 
  

      

  (4) 技術運用費 56,733,743 58,167,300  1,433,557  
    

 

 

 
 

   
放 送 所 

施設運用費 

8,482,885 9,255,331  772,446 放送所施設の電力料、補修経費、  

維持運用経費等 
  

      

   
共 同 受 信 

施設運用費 

1,772,426 2,255,102  482,676 共同受信施設の補修経費、維持運用

経費等 
  

      

   
放送回線料 5,502,488 5,460,214 △ 42,274 テレビジョン・ラジオ・ＦＭ放送用

回線の専用料 
  

      

   
衛 星 放 送 

施設運用費 

4,588,160 3,922,491 △ 665,669 放送衛星の中継器利用料､衛星放送

施設の維持運用経費等 
  

      

   

放送会館等 

施設運用費 

32,796,868 33,663,682  866,814 会館電力料、番組制作・送出設備の

補修経費及び維持運用経費、連絡 

回線の専用料等 
  

      

   
技術管理費 3,590,916 3,610,480  19,564 電波利用料、定期検査経費、技術事

務費等 
     

国 際 放 送 費 15,080,986 15,811,202 730,216  

 

     

  

(1) テレビジョン 

国際放送費 

11,609,042 12,309,885 700,843 テレビジョン国際放送に係る放

送番組の編集及び送信に要する

経費 
 

   5  

  
(2) ラ ジ オ 

国際放送費 

3,471,944 3,501,317  29,373 ラジオ国際放送に係る放送番組の

編集及び送信に要する経費 
     

契 約 収 納 費 58,035,938 58,230,571  194,633  

 

   

 

 

  
(1) 契 約 収 納 

業務推進費 

43,797,112 43,803,814  6,702 地域スタッフ・法人等への手数料、

契約・未収対策に要する経費等 
 

     

  
(2) 契 約 収 納 

業務運営費 

14,238,826 14,426,757  187,931 受信料請求・収納経費、情報処理

関係経費等 
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      （単位 千円） 

区    分 
予   算   額 

摘   要 
平成 24年度 平成 25年度 増  減 

受 信 対 策 費 7,404,390 4,578,968 △ 2,825,422  

 

     

  
(1) 受信改善費 5,496,431 2,790,042 △ 2,706,389 新たな難視聴地域への対策経費、衛星

セーフティネット関連経費等 
 

      

  
(2) 受信対策推進費 1,907,959 1,788,926 △ 119,033 地域・個別受信相談、受信技術講

習会の実施に要する経費等 
     

広 報 費 5,108,664 5,240,833  132,169  

 

     

  

(1) 視聴者意向 

収  集  費 

3,165,845 3,266,015  100,170 ＮＨＫふれあいセンター・ＮＨＫハー
トプラザ運営費、「ふれあいミーティ
ング」の活用による視聴者対話・理解
促進活動経費等 

 

     

  
(2) 広報推進費 1,942,819 1,974,818  31,999 ＮＨＫスタジオパーク運営費、広報印

刷物の刷成費、情報公開関係経費等 
     

調 査 研 究 費 8,581,883 8,858,385  276,502  

 

     

  

(1) 番組調査研究費 1,134,819 1,124,001 △ 10,818 全国個人視聴率調査、公共放送の実態

や課題についての調査研究など放送

の調査研究に要する経費 
 

      

  

(2) 技術調査研究費 7,447,064 7,734,384   287,320 新しい放送技術の研究開発､ 放送技

術発展のための基礎研究など放送技

術の調査研究に要する経費 
 

     

給 与 125,476,262 123,409,071 △ 2,067,191  

 

  

 

  

 

  (1) 役 員 報 酬 384,520 384,520  － 役員の報酬 
 

      

  (2) 職 員 給 与 125,091,742 123,024,551 △ 2,067,191 職員の給与 
     

退職手当・厚生費 61,545,695 61,344,504 △ 201,191  

 

   

 

 

  (1) 退 職 手 当 39,490,128 40,724,511  1,234,383 役員の退任手当、職員の退職給付費 

 

     

 

 

  
(2) 厚生保健費 22,055,567 20,619,993 △ 1,435,574 社会保険料の事業主負担分及び職員

の福利厚生に要する経費 
      

共 通 管 理 費 12,380,894 12,304,701 △ 76,193  

 

      

  (1) 施設管理費 6,050,835 5,865,593 △ 185,242 諸税公課など施設管理に要する経費 

 

     

  
(2) 職員管理費 

そ の 他 

6,330,059 6,439,108   109,049 職員の研修・転勤経費、その他業務

全般に共通して要する経費 
     

減 価 償 却 費 69,750,000 67,330,000 △ 2,420,000  
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      （単位 千円） 

区    分 
予   算   額 

摘   要 
平成 24年度 平成 25年度 増  減 

財 務 費 4,000 3,750 △ 250  

 

     5  

  (1) 支 払 利 息 3,000 3,000  － 雑利息等 
 

       

  
(2) 放 送 債 券

発行償還経費 

1,000 750 △ 250 格付取得手数料 

 
       

特 別 支 出  2,211,000 2,131,000 △ 80,000  

 

    

  

  (1) 固定資産売却損  158,000 140,000 △ 18,000 固定資産の売却 
 

       

  (2) 固定資産除却損  2,053,000 1,991,000 △ 62,000 固定資産の除却 
 

      

予 備 費 3,000,000 3,000,000  － 

 

 

 

事 業 収 支 差 金  －  －  － 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参 考）退職給付債務の状況（平成 24年度末見込） 
 

 退職給付債務 △ 5,503億円   

 年金資産、退職給付引当金  3,226億円   

         
 積立不足 △ 2,276億円   
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  （ 資 本 収 支 ）  （単位 千円） 

区    分 
予   算   額 

摘   要 
平成 24年度 平成 25年度 増  減 

 資 本 収 入  112,273,287 71,430,000 △ 40,843,287   

  前期繰越金受入れ   40,000,000 1,812,153 △ 38,187,847  

 

 減価償却資金受入れ   69,750,000 67,330,000 △ 2,420,000  

 

 資 産 受 入 れ   2,523,287 2,287,847 △ 235,440 
除却、売却に伴う固定資産の帳
簿価額の受入れ等 

企画Ｇ 
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  （単位 千円） 

区    分 
予   算   額 摘   要 

平成 24年度 平成 25年度 増  減  

 資 本 支 出 
 

109,800,000 71,430,000 

 
△ 

 
38,370,000  

 
 建 設 費   69,800,000 71,430,000  1,630,000  

  
 
(1) 
 
 
 
(2) 
 
 
 
(3) 
 
 
 
(4) 
 
 
 
(5) 
 
 
 
(6) 
 
 
 
(7) 

 
新放送・衛星放送 
施 設 の 整 備 
 
 
テレビジョン 
放送網の整備 
 
 
ラジオ・ＦＭ 
放送網の整備 
 
 
放送会館の整備 
 
 
 
放送番組設備 
の 整 備 
 
 
研 究 施 設 ・ 
一般施設の整備 
 
 
建 設 管 理 

  
590,000 

 
 
 

8,870,000 
 
 
 

7,240,000 
 
 
 

1,690,000 
 
 
 

39,860,000 
 
 
 

7,890,000 
 
 
 

3,660,000 

 
889,000 

 
 
 

8,798,900 
 
 
 

10,798,500 
 
 
 

2,976,000 
 
 
 

37,897,600 
 
 
 

6,400,000 
 
 
 

3,670,000 

 
 
 
 
 

△ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

△ 
 
 
 

△ 
 

 
299,000 

 
 
 

71,100 
 
 
 

3,558,500 
 
 
 

1,286,000 
 
 
 

1,962,400 
 
 
 

1,490,000 
 
 
 

10,000 

 
衛星テレビジョン放送の送信
設備等の整備 
 
 
テレビジョン放送局の建設
及び設備の更新等 

 
 
中波・ＦＭ放送局の建設及び
設備の更新等 
 
 
京都、熊本及び仙台の放送会
館の整備等 
 
 
放送センター番組設備の整
備、地域放送局番組設備の整
備等 
 
研究開発のための設備の整備、 
局舎設備の整備、自動車の更新
等 
 
建設計画の施行に必要な共通
経費 

  建設積立資産繰入れ   40,000,000 － △ 40,000,000 
新放送センター等建設のため
の積立資産への繰入れ 

 資 本 収 支 差 金  2,473,287 － △ 2,473,287  
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(2) 番組アーカイブ業務勘定  
             

（ 事 業 収 支 ）  （単位 千円） 

区    分 
予   算   額 

摘   要 
平成 24年度 平成 25年度 増  減 

事 業 収 入 2,363,488 1,782,310 △ 581,178  

視 聴 料 収 入 2,363,488 1,782,310 △ 581,178 
番組アーカイブ業務による視聴料 

収入 

事 業 支 出 3,154,321 2,425,018 △ 729,303  

既放送番組配信費 2,676,673 1,987,941 △ 688,732  

 

     

  
(1) 提供部門経費 1,222,890 767,566 △ 455,324 権料、権利処理費、原盤制作費等 

 
    

 

  
(2) 配信部門経費 1,453,783 1,220,375 △ 233,408 配信部門業務費、外部サービス利用

費等 
 

    

 

広 報 費 250,714 232,488 △ 18,226 
事業活動の周知、普及促進に要する

経費 

給 与 108,303 95,432 △ 12,871 番組アーカイブ業務関係要員経費 

退職手当・厚生費 47,582 42,875 △ 4,707 番組アーカイブ業務関係要員経費 

共 通 管 理 費 45,850 37,298 △ 8,552 業務全般に共通して要する経費 

減 価 償 却 費 25,199 28,984  3,785 
番組アーカイブ業務に係る設備の減

価償却費 

事 業 収 支 差 金 △ 790,833 △ 642,708  148,125 
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（ 資 本 収 支 ）    
（単位 千円） 

区    分 
予   算   額 

摘   要 
平成 24年度 平成 25年度 増  減 

資 本 収 入 25,199 28,984  3,785  

減価償却資金受入れ 25,199 28,984  3,785  

資 本 支 出 25,199 28,984  3,785  

建 設 費 25,199 28,984  3,785 番組アーカイブ業務に係る設備 

資 本 収 支 差 金 － － －  

（注１） 事業収支差金△642,708 千円を含む平成 25 年度末の繰越不足△8,200,551 千円については、一般勘定からの  

借入金等をもって補てんします。 

（注２） 事業支出のうち、一般勘定に対するコンテンツ使用料 89,116 千円と協会の施設及び設備利用に係る経費    

9,333千円を合わせた 98,449千円を一般勘定の副次収入に繰り入れます。 
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(3) 受託業務等勘定  
             

（ 事 業 収 支 ）    （単位 千円） 

区    分 
予   算   額 

摘   要 
平成 24年度 平成 25年度 増  減 

事 業 収 入 1,430,385 1,454,519  24,134  

受 託 業 務 等 収 入 1,430,385 1,454,519  24,134 
放送法第 20 条第３項の認可業務か

ら生じる収入 
 

      

  

(1) １号業務収入 1,421,813 1,445,243  23,430 保有する施設又は設備等を一般の利

用に供し、又は賃貸することによる

収入 
  

     

  
(2) ２号業務収入 8,572 9,276  704 委託により放送番組等を制作する業

務等による収入 
      

事 業 支 出 1,197,034 1,219,638  22,604  

受 託 業 務 等 費 1,197,034 1,219,638  22,604 
放送法第 20 条第３項の認可業務に

要する経費 
 

      

  

(1) １号業務費 1,190,048 1,212,062  22,014 保有する施設又は設備等を一般の利

用に供し、又は賃貸することに要す

る経費 
 

      

  
(2) ２号業務費 6,986 7,576  590 委託により放送番組等を制作する業

務等に要する経費 
 

      

事 業 収 支 差 金 233,351 234,881  1,530  

（注１） 事業収支差金 234,881千円については、一般勘定の副次収入に繰り入れます。 

（注２） 事業支出のうち、一般勘定に計上されている人件費、減価償却費等の間接経費 1,181,664千円を一般勘定の

副次収入に繰り入れます。 
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４．事業支出（一般勘定）の業務別予算 
  

        
（単位 億円） 

 

事    項 

 

平成 24年度 

    

増 減 額   平成 25年度 
物 件 費 人  件  費 減 価 

   (給与及び退職手当・厚生費) 償 却 費 

 

事 業 支 出  6,489.9 6,479.0 3,958.2 1,847.5 673.3 △ 10.8 

  

国内放送番組の 

制 作 及 び 放 送 

施設の維持運用 

 

国際放送番組の 

制 作 及 び 放 送 

施設の維持運用 

 

受 信 契 約 及 び 

受 信 料 の 収 納 

 

受信サービス活動 

 

広 報 活 動 

 

番 組 及 び 放 送 

技術の調査研究 

 

施 設 管 理 、 

事 務 管 理 な ど 

事 業 の 管 理 

 

財 務 費 、 特 別 

支 出 、 予 備 費 

 

 

 

 

 

 

4,875.8 

 

 

 

195.6 

 

 

 

736.9 

 

 

121.4 

 

70.8 

 

185.4 

 

 

251.6 

 

 

 

52.1 

 

4,899.6 

 

 

 

200.8 

 

 

 

736.0 

 

 

87.6 

 

71.4 

 

185.5 

 

 

246.5 

 

 

 

51.3 

 

 

2,856.6 

 

 

 

158.1 

 

 

 

582.3 

 

 

45.7 

 

52.4 

 

88.5 

 

 

123.0 

 

 

 

51.3 

 

 

1,416.0 

 

 

 

39.0 

 

 

 

146.9 

 

 

41.2 

 

10.8 

 

82.9 

 

 

110.3 

 

 

 

－ 

 

626.9 

 

 

 

3.6 

 

 

 

6.7 

 

 

0.5 

 

8.1 

 

14.0 

 

 

13.1 

 

 

 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△ 

 

 

△ 

 

 

 

 

 

 

△ 

 

 

 

△ 

 

23.7 

 

 

 

5.1 

 

 

 

0.9 

 

 

33.8 

 

0.6 

 

0.1 

 

 

5.0 

 

 

 

0.8 

（注） 事業支出の業務別予算は、各業務別の物件費に、人件費と減価償却費を要員・施設に応じて配分したものです。
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〔 平成 25年度 事業支出（一般勘定）の業務別予算内訳 〕 
 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（6,489.9億円） 
 

国内放送番組の制作と送出 

   ４,８９９.６億円〔75.6%〕 

事 業 支 出 

６,４７９.０億円 国際放送番組の制作と送出 

  ２００.８億円〔3.1%〕 

受信契約及び受信料の収納 

７３６.０億円〔11.4%〕 

 

受信サービス活動 

８７.６億円〔1.3%〕 

広報活動 

  ７１.４億円〔1.1%〕 

番組・放送技術の調査研究 

   １８５.５億円〔2.9%〕 事業の管理   

２４６.５億円〔3.8%〕 

財務費、特別支出、予備費 

    ５１.３億円〔0.8%〕 

（736.9億円〔11.3%〕） 

（121.4億円〔1.9%〕） 

（70.8億円〔1.1%〕） 

（185.4億円〔2.9%〕） 
（251.6億円〔3.9%〕） 

（52.1億円〔0.8%〕） 

（195.6億円〔3.0%〕） 

（4,875.8億円〔75.1%〕） 

〔 〕は構成比率、（ ） は 24年度予算 
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Ⅱ 平成 25 年度 収支予算及び事業計画付属説明資料  
 
 

〔 受 信 契 約 関 係 〕  

 

１．受 信 料 額 
 

 (1) 受信料額（消費税込額） 
 

○ 受信料額                                            〔沖縄県〕 

契 約 種 別 支払区分 月 額 
６か月 
前払額 

12か月 
前払額 

 
月 額 

６か月 
前払額 

12か月 
前払額 

地 上 契 約 

口座・ 
クレジット 

1,225円 6,980円 13,600円  1,070円 6,100円 11,880円 

継続振込等 1,275円 7,270円 14,160円  1,120円 6,390円 12,440円 

衛 星 契 約 

口座・ 
クレジット 

2,170円 12,370円 24,090円  2,015円 11,490円 22,370円 

継続振込等 2,220円 12,660円 24,650円  2,065円 11,780円 22,930円 

特 別 契 約 

口座・ 
クレジット 

955円 5,430円 10,580円     

継続振込等 1,005円 5,730円 11,180円     

 
（注１） 「口座・クレジット」とは、口座振替又はクレジットカード等継続払による支払を指し、「継続振込

等」とは、継続振込又は協会が定めるその他の支払方法を指します。 
 
（注２） 暫定的難視聴対策事業に係る放送として社団法人デジタル放送推進協会が行う「地デジ難視対策衛星

放送」の対象リストにデジタル放送難視聴地区、改修困難共聴若しくはデジタル放送混信地区として掲
載された地域を基準とし協会が定める要件を備えた地域又は難視聴地域において、「地デジ難視対策衛
星放送」により地上系によるテレビジョン放送を受信できるテレビジョン受信機を設置した方は、地上
契約を適用します。 
なお、社団法人デジタル放送推進協会が、公益法人制度改革に対応して、平成 25年４月１日以降に法

人の名称を変更した場合は、変更後の名称に読み替えます。 
 
（注３） 多数契約一括支払割引制度、団体一括支払割引制度、事業所割引制度においては、その支払区分にか

かわらず、継続振込等の受信料額からそれぞれの割引額を減じた額とします。 
なお、事業所割引制度における除外する１件の受信料額についても、その支払区分にかかわらず継続

振込等の額とします。 
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(2) 多数契約一括支払割引制度（消費税込額）       

 

衛星契約又は特別契約を合わせて 10件以上締結した方が、支払期間を同じくして口座振替又は継

続振込により一括して放送受信料を支払う場合、すべての契約を対象に、受信料額から次表に定め

る額を割り引きます。 
 

○ 多数契約一括支払における割引額            

対 象 契約件数 10件以上の契約者（衛星契約又は特別契約） 

支払方法 同じ支払期間の口座振替・継続振込 

割 引 額 

契約種別ごとの契約件数 

契約種別ごとの全契約を対象に 
１ 件 あ た り 減 ず る 月 額 

衛 星 契 約 特 別 契 約 

50件未満 200円 

90円 50件以上 100件未満 230円 

100件以上 300円 

（注）  衛星契約の契約件数が 97 件、98 件又は 99 件（沖縄県の区域においては、96 件（６か月前払又は 12

か月前払による場合に限ります。）、97件、98件又は 99件とします。）である場合は、その契約件数を

100件として受信料の額を算定します。 

また、沖縄県の区域においては、衛星契約又は特別契約の合計が 10件に満たない場合で、衛星契約の

契約件数が９件（６か月前払又は 12か月前払による場合に限ります。）である場合は、衛星契約の契約

件数を 10件として受信料の額を算定します。 

 

 

 

 

 

 (3) 団体一括支払割引制度（消費税込額） 
 

協会が定める要件を備えた団体の構成員で衛星契約又は特別契約を締結した方が 15 名以上まと

まり、団体としてその代表者を通じ、口座振替又は継続振込により一括して放送受信料を支払う場

合、すべての契約を対象に、受信料額から次表に定める額を割り引きます。  
 

  

○ 団体一括支払における割引額 

対 象 15名以上の団体構成員（衛星契約又は特別契約） 

支払方法 団体としてその代表者を通じた口座振替・継続振込 

割 引 額 
すべての契約件数を対象に、契約件数１件あたり    月額  200円 
 
ただし、特別契約に限り、12か月前払による場合は、 年額 2,420円  
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 (4) 同一生計支払割引制度（家族割引） 
 

住居での放送の受信についての契約を締結した方が、同一生計支払割引制度を受けることなく放

送受信料を支払う場合で、その放送受信契約者又はその方と生計をともにする方が別の住居での放

送の受信についての契約を締結し、放送受信料を支払う場合、当該契約の受信料額からその半額を

割り引きます。 
ただし、いずれの放送受信契約者についても、口座振替、クレジットカード等継続払又は継続振

込により放送受信料を支払う場合に適用します。  
 

○ 同一生計支払（家族割引）における割引額 

対     象 住居での契約とは別に同一生計・別住居のため契約が必要となる世帯 

支払方法 口座振替・クレジットカード等継続払・継続振込 

割 引 額 
（１件あたり） 

受信料額に対し半額 

 

 

 

 

 

 (5) 事業所割引制度 
 
事業所など住居以外の場所での放送の受信について、同一敷地内で必要なすべてかつ２件以上の

契約を締結し、支払期間を同じくして一括してその放送受信料を支払う場合、契約のうち１件を除

く残りのそれぞれについて、受信料額からその半額を割り引きます。 
 

○ 事業所割引における割引額 

対     象 全数契約の事業所等の２契約目以降 

割 引 額 
（１件あたり） 

受信料額に対し半額 
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２．受  信  契  約  件  数     

 

(1) 受信契約件数の概要 
 

ア．有 料 契 約 件 数 
 

区 分 契 約 総 数 

年 度 初 頭 ３８,１１４千件 

年 度 内 増 加 ４８０千件 

年 度 末 ３８,５９４千件 

 

イ．支払区分別契約件数 
 

区 分 契 約 総 数 口 座 振 替 
ク レ ジ ッ ト 

カード等継続払 
継 続 振 込 そ の 他 

年 度 初 頭 ３８,１１４千件 ２６,３９５千件 ３,６４３千件 ６,４９９千件 １,５７７千件 

  （69.3%） （9.5%） （17.1%） （4.1%） 

 
年度内増加 ４８０千件 １８０千件 ３６０千件 １００千件 △  １６０千件 

      

年 度 末 ３８,５９４千件 ２６,５７５千件 ４,００３千件 ６,５９９千件 １,４１７千件 

  （68.9%） （10.3%） （17.1%） （3.7%） 

（注） （ ）は利用率 

 

ウ．受信料免除の状況 
 

区 分 
免 除 件 数 

（平成 25年度末） 
免 除 額 

合 計 ３，３５７千件 ４８６億円 

全 額 免 除 ２，８１０千件 ４３５億円 

半 額 免 除 ５４７千件 ５１億円 

（注） 受信料免除の対象 
全額免除（社会福祉施設、学校、公的扶助受給者、市町村民税非課税の障害者等） 
半額免除（視覚・聴覚障害者、重度の障害者、重度の戦傷病者） 

 

エ．未 収 数 の 状 況 
 

区     分 
平成 24年度 

（ 見 込 ） 

平成 25年度 

（ 予 算 ） 

未 収 削 減 △  ２０万件 △  １６万件 

 年 度 末 件 数 １５７万件 １４１万件 

（注） 未収数は、１年以上未収になっている受信契約件数です。 
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(2) 受信契約件数の内訳 
 
 

  （単位 千件） 

区 分 
平成 24年度（見込） 平成 25年度（予算） 

有 料 無  料 合 計 有 料 無  料 合 計 

 年 度 初 頭 37,664 2,610 40,274 38,114 2,703 40,817 

契 約 総 数 年度内増加 450 93 543 480 107 587 

 年 度 末 38,114 2,703 40,817 38,594 2,810 41,404 

 年 度 初 頭 21,442 2,337 23,779 21,142 2,394 23,536 

地 上 契 約 年度内増加 △   300 57 △   243 △   210 85 △   125 

 年 度 末 21,142 2,394 23,536 20,932 2,479 23,411 

 年 度 初 頭 16,213 273 16,486 16,963 309 17,272 

衛 星 契 約 年度内増加 750 36 786 690 22 712 

 年 度 末 16,963 309 17,272 17,653 331 17,984 

 年 度 初 頭 9 0 9 9 0 9 

特 別 契 約 年度内増加 0 0 0 0 0 0 

 年 度 末 9 0 9 9 0 9 
  

 

 

 

 

（参 考）前記のうち沖縄県の区域における受信契約件数  

 

  （単位 千件） 

区 分 
平成 24年度（見込） 平成 25年度（予算） 

有 料 無  料 合 計 有 料 無  料 合 計 

 年 度 初 頭 293 25 318 300 26 326 

契 約 総 数 年度内増加 7 1 8 7 1 8 

 年 度 末 300 26 326 307 27 334 

 年 度 初 頭 202 24 226 201 24 225 

地 上 契 約 年度内増加 △      1 0 △      1 1 1 2 

 年 度 末 201 24 225 202 25 227 

 年 度 初 頭 91 1 92 99 2 101 

衛 星 契 約 年度内増加 8 1 9 6 0 6 

 年 度 末 99 2 101 105 2 107 
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(3) 有料受信契約件数 
 

＜平成 24年度（見込）＞  
    （単位 千件） 

区     分 契 約 総 数 口 座 振 替 クレジットカード等継続払  継 続 振 込 そ の 他 

契約総数 

年 度 初 頭 

年度内増加 

年  度  末 

利 用 率 

37,664 

450 

38,114 

 (100.0%) 

26,195 

     200 

26,395 

(69.3%) 

3,303 

340 

3,643 

(9.5%) 

6,389 

110 

6,499 

(17.1%) 

1,777 

△    200 

1,577 

(4.1%) 

地上契約 

年 度 初 頭 

年度内増加 

年 度 末 

利 用 率 

21,442 

△    300 

21,142 

 (100.0%) 

15,279 

△   157 

15,122 

(71.5%) 

1,940 

121 

2,061 

(9.8%) 

2,766 

△   84 

2,682 

(12.7%) 

1,457 

△    180 

1,277 

(6.0%) 

衛星契約 

年 度 初 頭 

年度内増加 

年 度 末 

利 用 率 

16,213 

750 

16,963 

 (100.0%) 

10,912 

357 

11,269 

(66.4%) 

1,363 

219 

1,582 

(9.4%) 

3,618 

194 

3,812 

(22.4%) 

320 

△    20 

300 

(1.8%) 

特別契約 

年 度 初 頭 

年度内増加 

年 度 末 

利 用 率 

9 

0 

9 

(100.0%) 

4 

0 

4 

(44.4%) 

0 

0 

0 

(0.0%) 

5 

0 

5 

(55.6%) 

0 

0 

0 

(0.0%) 
 
 
 
 
 
 
 

    ＜平成 25年度（予算）＞ 

    （単位 千件） 

区     分 契 約 総 数 口 座 振 替 クレジットカード等継続払 継 続 振 込 そ の 他 

契約総数 

年 度 初 頭 

年度内増加 

年  度  末 

利 用 率 

38,114 

480 

38,594 

 (100.0%) 

26,395 

180 

26,575 

(68.9%) 

3,643 

360 

4,003 

(10.3%) 

6,499 

100 

6,599 

(17.1%) 

1,577 

△   160 

1,417 

(3.7%) 

地上契約 

年 度 初 頭 

年度内増加 

年 度 末 

利 用 率 

21,142 

△   210 

20,932 

 (100.0%) 

15,122 

△   135 

14,987 

(71.6%) 

2,061 

110 

2,171 

(10.4%) 

2,682 

△      45 

2,637 

(12.6%) 

1,277 

△   140 

1,137 

(5.4%) 

衛星契約 

年 度 初 頭 

年度内増加 

年 度 末 

利 用 率 

16,963 

690 

17,653 

 (100.0%) 

11,269 

315 

11,584 

(65.6%) 

1,582 

250 

1,832 

(10.4%) 

3,812 

145 

3,957 

(22.4%) 

300 

△    20 

280 

 (1.6%) 

特別契約 

年 度 初 頭 

年度内増加 

年 度 末 

利 用 率 

9 

0 

9 

(100.0%) 

4 

0 

4 

(44.4%) 

0 

0 

0 

(0.0%) 

5 

0 

5 

(55.6%) 

0 

0 

0 

(0.0%) 

（注） （ ）は、契約種別ごとの各支払方法の年度末利用率を示しています。 
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（参 考）前記のうち、受信料前払制度利用件数 

     

 

（注） （ ）は、契約種別ごとの年度末利用率を示しています。 

 

  

   （単位 千件） 

区       分 
平 成 2 4 年 度 平 成 2 5 年 度 

（ 見 込 ） （ 予 算 ） 

契  約  総  数 

年 度 初 頭 21,003 21,293 

年 度 内 増 加 290 290 

年  度  末 21,293 21,583 

利 用 率 (55.9%) (55.9%) 

地 上 契 約 

年 度 初 頭 10,720 10,641 

年 度 内 増 加 △     79 △     41 

年  度  末 10,641 10,600 

利 用 率 (50.3%) (50.6%) 

衛 星 契 約 

年 度 初 頭 10,276 10,645 

年 度 内 増 加 369 331 

年  度  末 10,645 10,976 

利 用 率 (62.8%) (62.2%) 

特 別 契 約 

年 度 初 頭 7 7 

年 度 内 増 加 0 0 

年  度  末 7 7 

利 用 率 (77.8%) (77.8%) 
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(4) 受信料免除件数と免除額（平成 25 年度末） 
 

 

 
 

    （単位 件）  （単位 千円） 

区 分 契 約 総 数 地 上 契 約 衛 星 契 約 特 別 契 約 
 

免 除 額 

合   計 3,357,179 2,713,128 643,963 88 48,697,660 

1. 全 額 免 除 2,809,794 2,479,191 330,531 72 

 

43,568,037 

(1) 社会福祉施設 234,115 199,025 35,088 2 3,819,454 

(2) 学 校 584,549 568,338 16,188 23 8,702,781 

(3) 公 的 扶 助 1,127,630 1,069,478 58,143 9 16,732,580 

受 給 者 
     

(4) 市町村民税 

非 課 税 の 

障 害 者 

684,636 482,576 202,023 37 11,557,406 

(5) 社会福祉事業 178,864 159,774 19,089 1 2,755,816 

施設入所者      

2. 半 額 免 除 547,385 233,937 313,432 16 5,129,623 

(1) 視覚・聴覚 130,694 58,663 72,025 6 1,248,607 

障 害 者 
     

(2) 重度の障害者 412,706 173,779 238,917 10 3,838,766 

 
     

(3) 重 度 の 3,985 1,495 2,490 0 42,250 

戦 傷 病 者 
    

 



- 28 - 

〔 国 内 放 送 関 係 〕   

 

３．平成 25年度 国内放送番組編集の基本計画（抜粋） 
 

＜ 編 集 の 基 本 方 針 ＞ 

 平成 25年度は「豊かで安心、たしかな未来へ」を掲げたＮＨＫ経営計画の２年目に入り

ます。 

正確で安心できる情報を視聴者に届け、見ごたえある番組で人々の心を豊かにする、日

本人のライフラインとしての公共放送への期待はこれまで以上に高まっています。未来へ

向けて家族や地域の絆を結びなおし、希望と安らぎを感じられる放送が求められています。 

こうした視聴者の期待の背景には、不透明な政治状況、厳しい国家財政、経済の長期低

迷、少子高齢社会への突入、多極化・複雑化する国際関係など激動の中にある日本の状況

があります。 

平成 25年度国内放送番組の編集にあたっては、国民の安全・安心を守るという公共放送

の使命達成に引き続き全力で取り組みます。信頼できるニュースや番組を制作し、先を見

通せない時代に対して公共放送として議論の場や選択肢を提供していきます。 

また、東日本大震災から３年目を迎える被災地の復興を支援する番組を制作するととも

に、全国で地域に密着した情報を伝えます。その上で、文化の創造に貢献する番組、世界

に通用する質の高い番組、世代を越えて楽しめる番組など、ＮＨＫならではの役割を大切

にしながら多彩なジャンルで編成します。 

さらに、平成 25 年度には冬季ソチオリンピック、ソチパラリンピックも開催されます。

オリンピックやパラリンピックの放送・サービスを通して、日本中に希望と元気をお届け

します。 

放送開始から 60年を迎えるテレビ放送。スーパーハイビジョンやハイブリッドキャスト

をはじめとする次世代のデジタル技術に取り組みつつ、人にやさしい放送・サービスを拡

充し、新しい時代の公共放送ＮＨＫを創り上げていきます。 
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＜ 編 集 の 重 点 事 項 ＞ 

(1) 国民の生命と財産を守る正確で迅速な報道 

国民の生命・財産を守るという公共放送ＮＨＫの重要な使命を果たすため、正確で迅速な報道に万

全を期し、防災・減災につながる情報の提供にいっそう力を入れます。厳しい国家財政、長引く経済

の低迷、少子高齢社会、近隣諸国との関係、そして世界各地で頻発する紛争など、日本や世界が直面

する危機の背景に多角的に迫り、解決への処方箋を探ります。 

想定される首都直下地震や、東海・東南海・南海地震などの大規模災害に備え、本部のバックアッ

プ機能を大阪局などに整備するとともに、首都圏の取材・伝送拠点の分散配置を速やかに進めます。 

第 23 回参議院議員通常選挙（任期満了日・平成 25 年７月 28 日）にあたっては、開票速報など関

連放送の実施に万全を期し、有権者の関心に応えます。 

 

(2) ＮＨＫが持つ７つの波を生かし、多彩な番組を編成 

ＮＨＫが持つ地上放送２波、衛星放送２波、音声放送３波を生かし、多彩な番組を編成します。総

合テレビジョンでは、“生活に欠かせないチャンネル”として国内外の課題を伝えるニュースや番組

を充実・強化するとともに、本格的なヒューマンドラマ、見ごたえのあるドキュメンタリー、そして

家族で楽しみ、考える番組を編成します。教育テレビジョン（Ｅテレ）では、「文化」「芸術」「教

養」などの分野の番組を重点的に編成し、教育放送に求められる役割の強化に努めます。ＢＳ１は、

新しいスポーツソフトを開拓するとともに、国際経済情報を強化します。ＢＳプレミアムは、良質な

知的エンターテインメント番組を充実します。ネットラジオの普及で聴取環境が大きく変わりつつあ

る音声放送においても、生放送ゾーンを拡充し「安心ラジオ」としての機能強化を図る編成とします。 
 

(3) 東日本大震災からの復興を支援し、課題を掘り下げる番組 

東日本大震災から３年、今も、復興への課題は多く残されています。大震災や原子力発電所事故か

ら復興に向けての課題を掘り下げる番組や、生活再建に歩み出した人々の姿を伝える番組など、被災

地の現状を伝え続けます。さらに、被災地の方々の心を癒やし、励ます番組に取り組み、復興を支援

します。 

災害の映像や復興の記録のアーカイブス化にも引き続き取り組みます。 
 

(4) 世界に通用する質の高い番組 

信頼される質の高い放送を通じて、社会や文化の発展に尽力するとともに、国際社会におけるＮＨ

Ｋコンテンツの国際競争力を強化します。ＮＨＫの高い技術で未知の世界の撮影に挑む大型の自然番

組や、実写映像とＣＧを駆使して生命科学の最先端をたどる番組、未公開白黒映像を最新の色彩復元

デジタル技術でカラー化し震災や戦争の被害から復興した東京の姿を描く番組など、良質でスケール

感のある企画で存在感を示します。海外の放送機関と連携した国際共同制作を強化し、海外マーケッ

トを意識した世界に通用する大型番組の開発・展開を進めます。 

 
(5) デジタル時代の新たなサービスの展開 

国際規格となり放送の早期実現に向け大きく前進した「スーパーハイビジョン」（超高精細映像シ

ステム）での番組開発に取り組み、放送サービスの未来を創造していきます。また、放送と通信を連

携させる「ハイブリッドキャスト」を視野に入れ、双方向性・情報性の高いコンテンツを展開すると

ともに、視聴者参加型コンテンツを強化していきます。 

有料動画サービス「ＮＨＫオンデマンド」は、認知度をより高め、利用者の拡大を図ります。 
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(6) 地域の再生、地域活性化への貢献 

全国の放送局は、地域の再生や活性化へ貢献するため、雇用、観光、教育、医療、福祉、農業など

の領域で、地域社会が抱える問題と向き合います。それぞれの地域の特性や視聴者の関心に応じ、地

域に密着した番組や連動したイベントを展開するとともに、全国に地域の情報を発信していきます。

また、地域の豊かな自然、温かい人々のつながりや暮らしを舞台にした地域発ドラマを制作します。 

 
(7) 冬季ソチオリンピックおよびパラリンピック放送の実施 

2014 ソチオリンピック（平成 26 年２月７日～２月 23 日）にあたっては、各放送波の特長

を生かし、インターネットやデータ放送などのサービスとも連携しながら、注目の選手や競

技の情報を多角的に伝え、視聴者の高い関心に応えます。あわせて、2014 ソチパラリンピッ

ク（平成 26 年３月７日～16 日）でも、関連番組を含めて競技の模様を伝えます。 

また、東京は 2020 年オリンピックの開催・立候補都市に選ばれています。９月の開催地

決定に向けて、関連情報を詳しく伝えます。 

 

(8)“人にやさしい”放送・サービスの拡充 

字幕放送・解説放送・手話など“人にやさしい”放送・サービスの充実につとめます。字幕放送と

解説放送は、長期計画に基づき拡充します。特に、ニュースなど生番組の字幕放送については、地域

放送も含め積極的に取り組みます。 

 

 

 以上の重点項目の実施にあたっては、以下のような施策も勘案しながら、創造的で活力に満ちた取

材・制作体制を構築します。 

 

○ 放送サービスについて多角的な評価指標を用いた評価・管理を行います。 

○ 限られた経営資源を効果的・効率的に活用し、ニュースや番組を充実させます。 

○ 放送倫理やコンプライアンス意識の徹底、人材の育成に力を入れ、確かな情報と質の高い番組の

提供に努めます。 
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４．放 送 時 間 
 

（ 地 上 放 送 ） 

区        分 １ 日 の 放 送 時 間 

 総 合 テ レ ビ ジ ョ ン   ２４時間 

 教 育 テ レ ビ ジ ョ ン （ Ｅ テ レ ）   ２０時間 

 ラ ジ オ 第 １   ２４時間 

 ラ ジ オ 第 ２   １９時間 

 Ｆ Ｍ   ２４時間 

（注） １日の地域放送時間は、総合テレビジョン放送で２時間 30 分、ラジオ第１放送で２時間 30 分、
ＦＭ放送で１時間 20分を基本とします。 

 

 
（ 衛 星 放 送 ） 

区        分 １ 日 の 放 送 時 間 

 Ｂ Ｓ １  ２４時間 

 Ｂ Ｓ プ レ ミ ア ム  ２４時間 

 

 

 

○ 地上放送、衛星放送とも上記放送時間を基本とします。 
 

○ 上記放送のほか、補完放送として、データ放送、字幕放送、解説放送、ステレオ放送、２か
国語放送を行います。 
総合テレビジョン及び教育テレビジョンでは、ワンセグ（主に携帯・移動端末向けサービス）
を行います。同じ内容の番組を同時に放送することを基本としつつ、教育テレビジョンでは
一部で独自サービスを行います。 
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５．放送局及び共同受信施設の状況  
 
 

区        分 
平成 24年度末 

（見 込） 

平成 25年度末 

（予 定） 

 テ レ ビ ジ ョ ン 放 送 局   ４，３４５局  ４，３９２局  

  総 合 放 送    ２，１８４局  ２，２０９局  

  教 育 放 送  ２，１６１局  ２，１８３局  

 共 同 受 信 施 設   ５，７１５施設  ５，７００施設  

 ラ ジ オ 放 送 局   ３７６局  ３７７局  

  第 １ 放 送  ２３２局  ２３３局  

  第 ２ 放 送  １４４局  １４４局  

 Ｆ Ｍ 放 送 局   ５２９局  ５３０局  

 本 部 ・ 地 域 放 送 局   ５４局  ５４局  

（注） 衛星放送の送信は放送衛星局の免許を取得している(株)放送衛星システムへ委託しています。 

 

 

 
 

６．事業支出のうち伝送部門に係る経費 
 

ＮＨＫから視聴者のみなさまのご家庭への、番組の送信に係る経費です。 

   （単位 億円） 

区    分 平成 24年度 平成 25年度 増 減 額 

伝 送 部 門 に 係 る 経 費 ４５８．１ ４２３．１ △ ３４．９ 

物 件 費 １７２．５ １８１．４  ８．８ 

人 件 費 ２９．６ ２４．６ △ ５．０ 

減 価 償 却 費 ２５５．８ ２１７．１ △ ３８．７ 
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７．ジャンル別番組制作費      
 

区 分 
１本あたりの 

制作費の目安 
主な番組名 

（参考） 

決算額（億円） 
（税抜） 

（23年度実績値・ 

映像波） 

（参考） 

編成比率（％） 
 

（23年度実績値・ 

映像波） 

ニュース・報道 

 ＮＨＫニュースおはよう日本 

ＮＨＫニュース７ ニュースウオッチ９ 

日曜討論 ＢＳニュース 

ＮＨＫ手話ニュース クローズアップ現代 

９９２ ２２．５ 

情報・ドキュメンタリー ０.６百万円～３７.９百万円 

ＮＨＫスペシャル ためしてガッテン 

ＢＳ世界のドキュメンタリー 

ひるブラ まる得マガジン 

５４０ １５．１ 

スポーツ 

 サンデースポーツ テレビ体操 

スポーツ中継（プロ野球 ＭＬＢ Jリーグ 

ＰＧＡ 大相撲 高校野球 等） 

テレビスポーツ教室 

４０４ １３．５ 

ドラマ ９.９百万円～５８.３百万円 

大河ドラマ ＢＳ時代劇 

海外連続ドラマ 

ドラマ１０ 連続テレビ小説 

２５８ ４．２ 

教養 １.４百万円～２０.７百万円 

ダーウィンが来た！～生きもの新伝説～ 

東北発☆未来塾 ハートネットＴＶ 

ＮＨＫみんなの手話 ＮＨＫ短歌・俳句 

２３７ １４．８ 

音楽・劇場公演 １.９百万円～３３.７百万円 

ＢＳ日本のうた ＮＨＫ歌謡コンサート 

ＮＨＫのど自慢 ＭＵＳＩＣ ＪＡＰＡＮ 

にっぽんの芸能 ららら♪クラシック 

日本の話芸 

１７４ ７．０ 

バラエティ ２.３百万円～２３.０百万円 

ごきげん歌謡笑劇団 鶴瓶の家族に乾杯 

オンバト＋ ○○○○の演芸図鑑 

スタジオパークからこんにちは 

１５１ ３．７ 

教育 ０.７百万円～７.７百万円 

課外授業ようこそ先輩 学校放送番組 

ＮＨＫ高校講座 語学講座 

おかあさんといっしょ 

幼児・子ども番組 まいにちスクスク 

１２６ １０．２ 

映画・アニメ 

 

プレミアムシネマ ＢＳアニメ 

アニメ（バクマン。 忍たま乱太郎 等） 
７０ ５．１ 

趣味・実用 ０.７百万円～８.２百万円 

美の壺（つぼ） 日曜美術館 

団塊スタイル 趣味Ｄｏ楽 

囲碁・将棋フォーカス 

きょうの料理ビギナーズ 

５０ ３．９ 

 

○ 地上波、衛星波のテレビ全国放送定時番組の番組制作費の目安をお示ししています。（地域放送番組は対象外） 

この範囲を超える番組を随時編成することもあります。 

○ 金額は、直接制作費（出演料・脚本料・演奏料・美術セット費・映像編集料・ＣＧ制作費・旅費等）のほか、人件費、

機材費を含む経費です。 

○ 「ニュース・報道」ジャンルにおいては、取材・制作費が複数の番組に共通するため１本ごとの目安がありません。 

  また、「スポーツ」「映画・アニメ」ジャンルについては、制作費の中で放送権料の占める割合が大きく、守秘義務上の

問題があるため、公表することができません。これらは、決算においてその総額をお示ししていきます。 

○ 編成比率とは、映像波の年間総放送時間に占める各ジャンルの放送時間の比率です。 
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８．公共放送の機能強化と東日本大震災からの復興支援 

 
国民の生命・財産を守るという公共放送の重要な使命を果たすため、どのような大災害が起

きても放送機能を維持し、確かな情報をお届けできるよう放送設備や電源確保を万全にすると

ともに、報道・制作体制を整備していきます。 

また、平成 24 年度に引き続き東日本大震災を検証し復興を支援する番組を制作するととも

に、災害の映像や被災者の証言、復興の記録等のアーカイブス化にも引き続き取り組み、防災・

減災に貢献していきます。 

 

 

(1) いかなる災害時にも対応できる放送設備と体制の強化 

・ 首都直下地震や首都圏大停電等に備え、本部バックアップ機能の大阪局等への整備と、首都圏周

辺における取材・伝送拠点の分散配置 

・ 全国の取材・伝送機能、放送会館等の電源設備、放送所やロボットカメラ等の機能強化、東海・

東南海・南海地震による被害想定の見直し等を踏まえた拡充整備 

・ 災害対応のための報道・制作体制の充実 

・ 大災害時にも放送の中枢機能を維持するため、新放送センターの整備に向けた検討を継続 

 

(2) 地域の安全・安心に役立つ情報提供 

・ 全国の放送局のホームページを「地域の安全・安心のポータルサイト」と位置づけ、災害情報、

避難情報、生活安全情報等をきめ細かく提供 

・ 自治体等と連携し、地域に密着した災害・防災情報等を充実  

 

(3) 東日本大震災を検証し復興を支援する番組 

・ 東日本大震災や原子力発電所事故を教訓に、防災のあり方や原発の安全性の問題、復興への課題

等を検証する調査報道 

・ 今後予想される大災害の科学的な分析、過去の大災害を検証する番組など、防災・減災に役立つ

番組 

・ 復興に向かう被災地の様子や地域経済の動き等を伝えるニュースや番組の強化 

・ 被災地応援キャンペーンを展開し、被災地の方々を元気づける番組の制作やイベントを開催 

 

(4) 災害の映像・証言を歴史的資料として記録し保存・活用 

・ 様々な災害の映像や被災者の証言、復興の記録等をアーカイブス化し、放送やウェブサイト「東

日本大震災アーカイブス」等により広く公開 
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９．平成 25年度 インターネットサービス基本計画（抜粋） 
 

＜サービス実施の基本方針と重点目標＞ 

経済の長期低迷、少子高齢社会への突入、厳しい国家財政、多極化・複雑化する国際

関係など日本社会そのものに大きな構造変化が起こっています。一方で、スポーツの分

野では、日本人選手の活躍の場が広がり、冬季ソチオリンピックにも期待が高まってい

ます。またファッションやサブカルチャーの分野では日本のコンテンツの発信力は依然

世界をリードしています。 

通信・インターネットの世界では、第４世代の携帯電話通信網、スマートフォン、ク

ラウドサービス、ソーシャルネットワークが急速に普及しています。スマートフォンか

らのアクセスはＮＨＫのインターネットサービスにおいても、24年４月以降、従来型の

携帯電話を超えるまでになっています。 

こうした時代の中で、ＮＨＫは、インターネットサービスにおいても公共放送として

の使命を果たしていきます。災害時の情報提供はもちろん、世の中の最新の動きに対し

て、正確な情報を迅速に送り届けます。また、人々の暮らし、文化の向上、教育・福祉

等に役立つ情報を提供することで、経営計画に掲げた「豊かで安心、たしかな未来へ」

の実現に貢献していきます。また、ホームページ、ソーシャルネットワーキングサービ

ス（ＳＮＳ）を使った双方向サービスやＮＨＫネットクラブなどを活用し、人と人との

つながりを担う“公共情報空間”の構築にも寄与していきます。 

テレビ 60年の節目を迎えて、新しいサービス「ハイブリッドキャスト」の開始を視野

に入れ、データ放送とセカンドスクリーンなどが連携した新たな視聴体験を提供するコ

ンテンツの開発にも取り組みます。 

また、情報を一人でも多くの視聴者に送り届けられるよう、さまざまな端末で利用し

やすくするとともに、外部サービスも一部活用し、視聴者がＮＨＫのコンテンツにいっ

そう接触しやすくしていきます。 

さらに、放送局が行うインターネットサービスとして、テレビ・ラジオの視聴につな

がる回路であることを強く意識し、放送と通信を相互補完的に機能させることで、ＮＨ

Ｋの発信するさまざまな情報に接していただけるよう努めます。 

 

 

25年度は、５つのサービスの重点目標を掲げます。 

 
(1) 安全・安心情報のいっそうの充実 

暮らしの安全・安心にかかわる情報を、多様な伝送路でいつでもどこでも取得できる

システムを整備し、サービスを拡充するとともに、東日本大震災からの復興を支援する

情報や、震災の教訓を伝えるコンテンツ、地域の防災情報を充実していきます。 
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(2) 正確で迅速なニュース・情報の提供、地域からの発信の強化 

全国各地のニュース動画を提供し、地域からの情報発信をさらに強化します。コンテン

ツを充実するとともに、ＳＮＳなども活用し、幅広い層に発信していきます。また、地域

発ドラマなど地方の活性化につながるコンテンツも強化していきます。 

 

(3) 心と暮らしを豊かにするＮＨＫならではの質の高いコンテンツの提供 

放送と連動して高い学習効果が得られる教育コンテンツや青少年向けコンテンツのいっ

そうの充実に努めます。さらに、学習履歴などを活用するシステムも導入し、視聴者の利

便性を図っていきます。文化の継承、暮らしの充実、健康など、人々の心と暮らしを豊か

にするコンテンツの提供に努めます。また、冬季ソチオリンピックなどスポーツイベント

に関しても、データ放送と連動しながらより豊かなコンテンツを提供します。 

  

(4) 人と人とをつなぐ“公共情報空間”の提供 

双方向機能を生かして視聴者とともに社会の課題について議論する番組や、ＳＮＳを活

用して情報や意見・感想を視聴者同士が分かち合う番組などを制作し、人々がともに学び・

考え、共感しあえる場、いわば“公共情報空間”を構築していきます。また、インターネ

ットを使った“人にやさしいサービス”に力を入れます。 

 

(5) 放送と通信が連携した新しい視聴体験の提供 

放送と通信を連携させた新しいサービス「ハイブリッドキャスト」のコンテンツ制作を

始めます。スマートフォンやタブレット端末で番組内容のより詳細な情報を見たり、おす

すめの動画を手軽に楽しんだりできる、さまざまなコンテンツを開発していきます。 
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１０．障害者・高齢者の方に向けた“人にやさしい”放送の取り組み 

 
 ＜放送時間（計画）＞  

（全国放送・地上波計 １週あたり 再放送含む） 

区   分 平成 24年度 平成 25年度 増 減 摘   要 

 字 幕 放 送  １６３時間５８分 １８５時間１２分 ２１時間１４分 衛星放送 ７９時間２７分 

 解 説 放 送  ３０時間３７分 ３０時間５６分  １９分 衛星放送 １０時間１１分 

 手 話 番 組  ３時間５０分   ３時間５０分   －  

 
○ 字幕放送は、「ＮＨＫのど自慢」、「突撃 アッとホーム」、「大河ドラマ 八重の桜」

等の番組に字幕の付与を行います。また、上記のほか、地域放送番組についても字幕放送
の拡充に取り組んでいきます。 

 
○ 解説放送は、「歴史秘話ヒストリア」、「あまちゃん －連続テレビ小説－」、「いじめ

をノックアウト」等の番組に解説の付与を行います。 
 
○ 手話番組は、「週間手話ニュース」、「ＮＨＫ手話ニュース」、「ＮＨＫみんなの手話」

等の放送を行います。 
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１１．ＮＨＫ交響楽団、日本放送協会学園等に対する助成  

 

  （単位 百万円） 

 団  体  名  
平成 25年度 

助 成 額 
事 業 内 容 

 

Ｎ Ｈ Ｋ 交 響 楽 団  １,４００ 

我が国の音楽芸術の向上発展を目的として、音楽番組の充実

を図るため、公開演奏（定期公演、地方公演）など演奏活動を

積極的に行い、テレビジョン、ラジオを通じて放送を行うほか、

外国人指揮者の招へい等を行い、技術の向上に努めています。 

 

日 本 放 送 協 会 学 園  ３５０ 

教育基本法及び学校教育法に従い、広く全国の中学校卒業者

に対し、日本放送協会の放送を利用して通信による高等学校普

通教育を行い、高等学校通信教育の充実と放送利用形態の確立

に資しています。 

 

ＮＨＫ厚生文化事業団  １５０   

社会福祉の増進を目的として、社会福祉関係放送番組の制作

協力と身体障害者の番組利用のためのテープ・ビデオライブラ

リーの運営を行うとともに、障害者、高齢者に対する社会福祉

事業等を行っています。 
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〔 国 際 放 送 関 係 〕  

 

１２．平成 25年度 国際放送番組編集の基本計画（抜粋） 
 

＜ 編 集 の 基 本 方 針 ＞ 
 

日本が国際社会で一層信頼される地位を占めるために、世界に向けた情報発信がこれま

で以上に重要となっています。平成 25年度のＮＨＫ国際放送「ＮＨＫワールド」は、３か

年の経営計画で掲げた「国際発信力の強化」の実現に向け、ニュースの大幅な拡充と番組

の質の向上を進めます。 

 

英語のテレビ放送「ＮＨＫワールドＴＶ」では、24 時間にわたって日本からの情報発信

を強化するため、ニュースの放送時間を大幅に拡大します。また、世界に広がる取材網を

最大限生かし、アジアそして世界の動きを、日本の観点を踏まえて的確に伝えます。さら

に、日本の様々な魅力や最先端の動きを、多彩なジャンルの番組で紹介します。日本発の

信頼される情報源として、テレビ、ラジオに加えて、インターネットへの取り組みを一層

推進し、「ＮＨＫワールド」の発信力をさらに高めます。 

 

 

 

＜ 編集の重点事項と各波の編集方針 ＞ 

 

(1) テレビジョン国際放送 
 

○ ＮＨＫワールドＴＶ（英語・外国人向け放送） 

・ 毎正時のニュースを 30分に拡大・強化 
 

日本時間午前２時台から７時台まで 15分の短縮版だった平日のニュースを、他の時間帯同様

30分化し、24時間いつでも最新の情報を伝えていきます。また、北京発の中国情報の充実を図

るのをはじめ、海外の拠点からの発信を一層強化します。 

 
・ 番組の多様化とさらなる質の向上 

 

24年度に多様化した番組ジャンルの充実を図るとともに、視聴者の意向も踏まえながら各番組

の改善を図ります。また、日本が強みを持つ産業技術の現場や、近年、日本人が世界的に活躍し

ているデザイン・建築分野を紹介する番組を新設し、ラインナップをより充実させます。 

 
・ 震災を乗り越えて未来に向かう日本の姿を海外に発信 

 

東日本大震災からの復興と再生に向けた地域の取り組みや産業の動向、新しい生き方や社会の

あり方を探る人々の姿を、ニュースや番組で伝えていきます。 
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○ ＮＨＫワールド・プレミアム（日本語・在外邦人向け放送） 

・ 最新のニュース・情報番組 
 

国内で放送するニュース番組や情報番組、東日本大震災からの復興と再生への取り組みを伝え

る番組のほか、海外の動きを伝えるニュース番組を新たに加え、国内外の情報発信を充実させま

す。 

 
・ 「安全」と「安心」を支える情報 

 

海外で暮らす日本人や旅行者の重要なライフラインとして、内外で起きた大規模な地震、津波

などの自然災害や、事件・事故などの緊急事態発生時には速やかにニュースを特設するなど、的

確・迅速な情報の提供に努めます。 

 

 

 

(2) ラジオ国際放送 
 

○ ＮＨＫワールド・ラジオ日本 

（多言語・外国人向けサービス） 
 

・ 地域の特性に応じた多様な放送サービスの推進 
 

各地域の実情に合わせて放送枠を新設・移設するとともに、短波だけではなく中波・ＦＭ

波や衛星ラジオでの再送信、インターネットなど、地域の特性に応じたメディアを積極的に

開拓します。 

 
・ ニュース・番組の充実 

 

災害などの緊急時には機動的な編成に努め、最新のニュースを的確・迅速に伝えます。番

組では幅広い情報を多角的に伝えるなど、一層の充実を図ります。 

 

 

（日本語・在外邦人向けサービス） 
 

・ 最新のニュース・多彩な番組の提供 
 

国内の主要ニュース、時事番組、スポーツ中継、音楽番組、ラジオドラマなどの番組を国

内と同時に放送し、日本の多彩な情報を伝えます。 

 

 

 

(3) インターネット 
 

○ ＮＨＫワールド・オンライン 

・ ホームページの情報性と利便性の向上 
・  

ＮＨＫワールド・オンラインはニュースページを中心に改善を進めます。より情報性を高

め、アクセス数増を目指します。また、番組情報をより充実させて、おすすめの番組をわか

りやすく提示するなど、番組の視聴につながる取り組みを強化します。 

 
・ 接触機会の拡大 

・  

モバイル端末向けアプリやスマートＴＶ向けアプリの開発・改善を積極的に進め、インタ

ーネットを通じて世界中で簡単に「ＮＨＫワールド」に接してもらえるよう最新のＩＴ技術

を活用します。 
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１３．放  送  時  間  

 

（ テ レ ビ ジ ョ ン 国 際 放 送 ）  

区     分 １日の放送時間 放 送 区 域 

合     計 ２８時間程度  

外 国 人 向 け 放 送 
 

邦 人 向 け 放 送 

２３時間程度 
 

５時間程度 
世界のほぼ全地域向け 

（注１） 外国人向け放送は、(株)日本国際放送（ＪＩＢ）の独自放送を含めると、１日 24 時間放送と
なります。 

（注２） このほか、北米及び欧州地域で、それぞれ１日５時間程度の放送を実施します。 
 

 

 

（ ラ ジ オ 国 際 放 送 ）  

区     分 １日の放送時間 放 送 区 域 

合     計 ５８時間１０分  

日   本   語 ２４時間００分 

全区域（１７区域） 

日本語以外の言語 

（１７言語） 

３４時間１０分 
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１４．ラジオ国際放送の送信体制（平成 25 年３月１日現在）   

 

区 分 送 信 所 名 出 力 送 信 方 向 

国 内 八 俣 
３００ｋW 

１００ｋW 

欧州、北米、ハワイ、中米、アフリカを除く 

全区域 

海 
 
 
 
 
 
 
 

外 

ギ ア ナ モ ン シ ネ リ ２５０ｋW 北米、中米、南米向け 

シ ン ガ ポ ー ル ク ラ ン ジ 
２５０ｋW 

１００ｋW 
東南アジア、南西アジア向け 

ダ バ ヤ ダ バ ヤ ２５０ｋW 欧州、南西アジア向け 

フ ラ ン ス イ ス ー ダ ン ５００ｋW アフリカ、中東・北アフリカ向け 

ド イ ツ ヴ ェ ル タ ハ タ ル 
５００ｋW 

２５０ｋW 
中東・北アフリカ向け 

ウズベキスタン タ シ ケ ン ト １００ｋW 南西アジア、中東・北アフリカ向け 

リトアニア（短波） シ ト ク ナ イ １００ｋW 欧州向け 

マ ダ ガ ス カ ル マ ダ ガ ス カ ル ２５０ｋW 南西アジア、アフリカ向け 

パ ラ オ パ ラ オ １００ｋW 東南アジア向け 

ア メ リ カ サイプレスクリーク ２５０ｋW 中米、南米向け 

イ ン ド ネ シ ア イ ン ド ネ シ ア １-１０ｋW 東南アジア向け 

ヨルダン川西岸 ヨ ル ダ ン 川 西 岸 ３ｋW 中東・北アフリカ向け 

バングラデシュ バ ン グ ラ デ シ ュ １-３ｋW 南西アジア向け 

アフガニスタン ア フ ガ ニ ス タ ン 
４ｋW 

２ｋW 
中東・北アフリカ向け 

タ ン ザ ニ ア タ ン ザ ニ ア ２ｋW アフリカ向け 

リトアニア（中波） シ ト ク ナ イ １５０ｋW 欧州向け 

タ ジ キ ス タ ン オ ル ズ ３００ｋW 南西アジア、欧州、中東向け 

ア ル メ ニ ア ア ル メ ニ ア １０００ｋW 中東・北アフリカ向け 

モ ス ク ワ モ ス ク ワ １０ｋW 欧州向け 
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〔 契 約 収 納 関 係 〕         
 

１５．受 信 契 約 と 受 信 料 収 納 の 確 保  
 

受信料の支払率及び収納率を高め、受信料収入を確保するための取り組みを進めていき
ます。その中で、効率的かつ効果的な業務体制の構築をはじめとした営業改革を更に推進
していくことで、受信料の公平負担の徹底と営業経費の抑制に努めていきます。 
 
(1) 効率的な業務体制の構築に向けた地域スタッフ体制の見直しと外部委託の更なる拡大 

・ 効率的な業務体制の構築に向けて、地域スタッフ体制の見直しを行います。 

・ 公開競争入札実施地域の拡大を進めるなど、法人への委託を更に拡大します。 

・ 専門要員（ＮＨＫメイト）の運用拡大により、未払者対策を促進します。 
 
○ 地域スタッフと法人委託の状況（予算での計画値） 

 

 

 

 

 

 

 
 

(2) 公的移転情報やＣＡＳメッセージ等を活用した訪問によらない契約収納活動の推進 

・ 公的移転情報（住民票の除票等）やＣＡＳメッセージ（受信機設置情報）の活用により、視

聴者のみなさまの利便性及び営業活動の効率の向上を図ります。 

・ 訪問によらない効率的な未収回収プロセスの構築に向けた検討を進めていきます。 

 

(3) 公益企業等との連携強化による効率的な契約取次の推進 

・ 公益企業等との連携を強化し、郵便転居届と住所変更届の一体化等、効率的な契約取次を推

進します。 

 

(4) 業界団体やケーブルテレビ事業者との連携強化による契約収納活動の推進 

・ 事業所の契約増加に向けて、ホテル・旅館等の業界団体との連携を強化します。 

・ ケーブルテレビ事業者との連携を強化し、契約取次を促進します。 

 

(5) 事業所や世帯に対する未契約訴訟の拡大と支払督促の実施 

・ 訪問活動を重ねても受信契約を締結していただけない事業所や世帯に対しては、受信契約の

締結と受信料の支払いを求める未契約訴訟を拡大していきます。 

・ 受信契約はあるものの支払いが滞っている方に対しては、誠心誠意の対応の上、民事手続き

による支払督促を着実に実施します。 

 
〔 受 信 対 策 関 係 〕       
 

１６．受 信 対 策 の 推 進  
 

地上テレビジョン放送の完全デジタル化後も、視聴者のみなさまに、より良い電波環境
で視聴していただくための取り組みを続けます。 
具体的には、衛星セーフティネット（地デジ難視対策衛星放送）の終了に向けて、新た

な難視聴対策や混信への対策等を実施します。また、受信相談など受信サービス活動を展
開します。

区   分 平成 24年度 平成 25年度 増  減 

地 域 ス タ ッ フ 3,900人 3,200人 △700人 

公開競争入札による法人委託 
34地区 

（440万世帯） 

50地区 

（680万世帯） 

16地区 

（240万世帯） 

エ リ ア 型 法 人 委 託 87地区 119地区 32地区 
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〔 広 報 関 係 〕  

 

１７．視聴者のみなさまとの結びつきの強化  
 

視聴者のみなさまとの対話の仕組みを一層強化し、その声を迅速かつ的確に経営や放送・サ
ービスに反映させていきます。また、公共放送や受信料制度への理解を一層深めていただくた
め、多様で効果的な広報活動を展開します。 

 
(1) 視聴者のみなさまの声を経営や放送・サービスに反映させる仕組みの強化 

・ ＮＨＫふれあいセンターの体制強化及び機能拡充による、より迅速・的確な意向集約と視

聴者満足度の向上を図ります。 

・ 「ふれあいミーティング」や経営委員会による「視聴者のみなさまと語る会」の実施、    

ＮＨＫハートプラザの運営等、視聴者のみなさまのご意見、ご要望を伺う回路を充実    

し、事業運営へ反映させていきます。 

・ 情報公開の推進、透明性の確保を図り、ＮＨＫとしての説明責任を果たしていきます。 

 

(2) 事業活動をわかりやすく伝え、公共放送の存在意義や受信料制度への理解を一層

深めていただくための広報活動の強化 

・ 経営トップによる経営方針や執行状況の説明を定期的に発信します。 

・ 放送を活用した周知活動に加え、インターネット等放送以外の媒体も積極的に活用した効

果的・多面的な広報活動等を展開します。 

・ ＮＨＫスタジオパークや全国の放送局等における様々な展示やイベント、公開番組を通し

てＮＨＫの多彩な放送や公共放送に対する理解促進を図る機会を充実させていきます。 

・ 若者を対象としたイベントの実施等、若い世代に対する公共放送への理解促進活動の充実

を図ります。 

 

＜ 計 画 概 要 ＞  
事                項 摘          要 

 

視聴者意向の把握・理解促進 

 

ＮＨＫふれあいセンターの運用、ＮＨＫハートプラザの運営（全

国の各放送局・支局）、「ふれあいミーティング」や 

経営委員会による「視聴者のみなさまと語る会」の開催等 

 
番 組 モ ニ タ ー の 委 嘱 

 
一般モニター、衛星モニター   

 

情 報 公 開 の 推 進 
 
「ＮＨＫ情報公開基準」に基づき、視聴者のみなさまからの求

めに応じて情報開示 

 
多 様 な 媒 体 を 活 用 し た 

企 業 広 報 ・ 番 組 広 報 

 
ＮＨＫオンラインやＮＨＫネットクラブ等インターネットを活

用した広報、リーフレット等印刷物や交通広告による広報等 

 
公共放送・受信料制度の 

理 解 促 進 活 動 の 推 進 
 

公共放送としての役割や価値、受信料の公平負担等の受信料制

度について、放送やインターネット等の媒体を通した周知活動 

 
各種展示物やイベントの 

展 開 に よ る 広 報 

 
ＮＨＫスタジオパークや全国の放送局等における展示や放送体

験等による理解促進、若者が集まるエリアでのイベント展開等 
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＜情報公開の取り組み＞ 

 

 平成13年７月に自主的に新たな情報公開の 

仕組みをスタートさせ、「ＮＨＫ情報公開基準 

（平成12年12月策定）」に基づいた情報公開を

行っています。 

 ＮＨＫの文書そのものを開示する「開示の求

め」はどなたでもできます。「開示の求め」の

所定用紙に記入して全国各放送局・支局の  

ＮＨＫハートプラザに持参（又は郵送）していた

だくと、ＮＨＫは、受付後原則として30日以内

に開示・不開示等の判断をします。「不開示」

や文書のある部分を開示する「一部開示」の判

断に納得できない場合は、２週間以内であれば

「再検討の求め」を行うことができます。 

 「再検討の求め」があると、ＮＨＫは、第三

者機関である「ＮＨＫ情報公開・個人情報保護

審議委員会」に客観的な意見を求め、そこで出

された意見を尊重して、最終的な判断を行いま

す。この結果は、ＮＨＫのホームページにも公

開されます。 
 

 

 

○ ＮＨＫ情報公開・個人情報保護審議委員会委員                  （平成 25年３月１日現在） 

区     分 氏 名 現           職 

委 員 長 大 島 崇 志 弁護士 

委 員 長 代 行 佐 藤 ギン子 一般財団法人女性労働協会元名誉会長 

委 員 宮 内   忍 公認会計士 

〃 米 倉 久 邦 ジャーナリスト・元共同通信社論説委員長 

〃 斎 藤    誠 東京大学大学院法学政治学研究科教授 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ＮＨＫ情報公開の流れ】 

全国各放送局・支局 

ＮＨＫハートプラザ 

｢開示の求め｣受付 

開示について検討 

検討結果の連絡 

｢再検討の求め｣ 

受付 

最終判断の連絡 

 

不開示・ 
一部開示の場合 

２週間以内 

文書を開示 

ＮＨＫ情報公開・ 

個人情報保護

審 議 委 員 会 

諮問 

答申 

30日以内 
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〔 調 査 研 究 関 係 〕         

 

１８．番  組  調  査  研  究  の 概  要        

 

事                  項 研          究          の          概          要 

(1) 
視聴率・接触者率、 
視 聴 者 意 向 調 査 

 
 

視聴者の視聴状況や番組に対する意向等、放送に対する世論の動向

を的確に把握するため、全国個人視聴率調査、全国接触者率調査、全

国放送意向調査等を行い、番組の編成・制作等に反映します。 

(2) 国 民 世 論 調 査  
国民の意識や価値観、選挙投票行動など国民の動向を調査し、番組

編成等に資するとともに、番組素材として活用します。 

(3) 
世論調査についての 
基 礎 的 研 究 

 
全国調査のためのサンプリングの実施、新たな世論調査手法の開発

及び基礎的研究を行います。 

(4) 
放送番組研究・コンテン
ツ分析、及び視聴者動向
に 関 す る 調 査 研 究 

 

 

 
 

放送番組の企画・制作・編成のための資料として、デジタル時代の

放送サービスに関する研究、視聴者層拡大のための多角的研究及び放

送番組の内容に関する調査研究等を行います。 

(5) 
公共放送の在り方に 
関 す る 調 査 研 究 

 
 

公共放送のサービス論や公共放送と視聴者に関する国際比較調査

等、公共放送の実態や課題について調査します。 

(6) 放送用語の調査研究  

正しく美しい日本語の普及やわかりやすい言葉による情報伝達の

ため、放送用語の選択や発音、アクセント・表記の調査研究を進める

とともに、放送用語委員会を開催します。 

(7) 放 送 史 の 総 合 研 究  
放送開始以来のテレビ・ラジオの資料や先人の証言を収集分析す

ることにより、放送文化の歴史を体系的に調査研究します。 

(8) 
海外のメディア動向や 
放送制度に関する調査 

 
 

諸外国の放送・通信界の状況、放送制度、放送関連サービスの動向

等について調査研究を行います。 

(9) 
デジタルメディアの動向や
法制度等、国内のメディア
状況に関する調査研究 

 

 
 

放送通信の連携に向けて、デジタルコンテンツの最前線を調査研究

し、公共放送にふさわしい新サービスの可能性を探るとともに、放送

の在り方や将来像を考察します。 

(10)  博 物 館 の 運 営  

我が国の放送史に残された多くの重要な資料を集め、放送の発展過

程や現状の紹介（常設展、企画展）、ＮＨＫ番組を見る会等のイベン

トや移動博物館を開催することにより、一般に公開して社会教育に役

立てます。 

(11)  諸 研 究 の 公 表 等  

研究成果及び調査結果は、「放送研究と調査（文研月報）」、「放

送文化研究所年報」、「放送メディア研究」、「ＮＨＫ年鑑」、「デ

ータブック世界の放送」等の刊行物や研究発表、ホームページ、外部

のデータベースサイト等で公表し、放送文化の向上発展に寄与します。 
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１９．技  術  調  査  研  究  の 概  要    

 

事                  項 研          究          の          概          要 

(1) 
次世代の超高臨場感 

放送システムの研究 
 

超高精細映像や超高臨場感音響等による次世代放送サービスの実

現を目指し、スーパーハイビジョンや立体テレビの超高臨場感放送 

システムの研究を行います。一貫したシステムとして、撮像、記録、

伝送、表示の技術を研究します。 

(2) 
放送と通信が連携した 

新たなサービスの研究 
 

放送と通信を連携させることで個人に適した情報やコンテンツを

よりきめ細かく提供する新しい放送通信連携サービス「ハイブリッド

キャスト」の研究を行います。特に、サービスの開始に伴い必要とな

る技術を先行して研究します。 

(3) 

だ れ も が 楽 し め る 

人 に や さ し い 放 送 

の た め の 研 究       

 

高齢の方や視覚・聴覚に障害のある方、外国人を含むあらゆる視聴

者が、それぞれの状況に応じてコンテンツを楽しむことのできるよ

う、人にやさしい放送を実現するための研究を行います。 

また、コンテンツに対する視聴者心理状態を把握する新しい手法に

より、番組素材の力を最大限に生かす制作手法、提示技術や個人適応

技術の開発につなげます。 

(4) 
高 度 な 番 組 制 作 

技  術  の  研  究 
 

スタジオ間・放送局間・中継先を結ぶネットワーク技術の高度化を

図り、時間・場所にとらわれずに柔軟な制作・伝送ができる新しい制

作・報道システムの研究を行います。 

また、利用できる周波数の移行に伴う新しい周波数に対応した  

ＦＰＵ（無線中継伝送装置）やラジオマイクの研究を行います。 

(5) 基 盤 技 術 の 研 究  
撮像装置、表示装置、記録装置等の要素技術を開発するなど、将来

の放送技術の基盤となる研究を行います。 

(6) 放送技術の改善研究  
新しい技術の導入による放送番組の制作・中継技術の向上を図るた

めの研究を行います。 

 (7) 
電 波 状 況 調 査 及 び 

各種調査研究・公表 
 

地上デジタル放送の受信状況の技術調査、地上ネットワークの実態

調査など放送網の調査及び各種調査研究の成果・結果の公表等を行い

ます。 
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〔 要 員 関 係 〕        

 

２０．要  員  計  画   

 
 

区      分 
 

要  員  数 

事 業 運 営 関 係 

建 設 関 係 

１０，２１３人  

１７９   

合      計 １０，３９２    

要員数については、業務の効率化を積極的に推進することとし、年度内 

100人の純減を見込んでいます。 
 
 

（参 考）要 員 構 成（平成 24年度） 
 

 

 

平 均 年 齢 
 

40.9歳 

平 均 勤 続 年 数 
 

17.5年 

性 別 構 成 
  

 
男 性 

 
85.5 ％ 

 
女 性 

 
14.5 ％ 
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〔 経 営 管 理 関 係 〕       

   

２１．経  営  委  員  会  
 

経営委員会は、ＮＨＫの経営に関する基本方針、内部統制に関する体制の整備をはじめ、毎

年度の予算・事業計画、番組編集の基本計画等を決定し、役員の職務の執行を監督する最高意

思決定機関です。経営委員会は、放送法により、その設置及び権限、組織、委員の任免、運営、

議決の方法、議事録の公表義務等が規定されており、公共の福祉に関し公正な判断をすること

ができる、広い経験と知識を持つ委員で構成されています。 

 ・ 経営委員会内に設置している「評価・報酬部会」において、執行部に対する目標管理・業

績評価を行い、評価結果をその処遇に反映します。 

 ・ 経営委員会の権限を適正に行使するため、全国で経営委員が視聴者のみなさまから直接意

見を伺う「視聴者のみなさまと語る会」を開催します。 

 ・ 透明性を確保し、視聴者のみなさまへの説明責任を果たすため、議事録を公表するなど、

活動状況をホームページでわかりやすく周知します。 

 

 

なお、経営委員会の機能や活動強化のため、直属の事務局を置いています。 

 

 

(1) 経営委員会委員 
（平成 25年３月１日現在） 

区     分 氏     名 現          職 

委 員 長 

委 員 

（委員長職務代行者） 

委 員 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

〃 

浜 田 健一郎 

作 田 久 男 

 

石 原   進 

井 原 理 代 

上 村 達 男 

大 滝 精 一 

北 原 健 児 

幸 田 真 音 

竹 中 ナ ミ 

松 下   雋 

室 伏 きみ子 

渡  惠理子 

株式会社ＡＮＡ総合研究所取締役会長 

オムロン株式会社取締役会長 

 

九州旅客鉄道株式会社取締役会長 

ＮＨＫ経営委員会委員（常勤）／香川大学名誉教授 

早稲田大学法学部・大学院法務研究科教授 

東北大学大学院経済学研究科長 教授 

元社団法人日本民間放送連盟専務理事 

作家 

社会福祉法人プロップ・ステーション理事長 

日本ガイシ株式会社代表取締役会長 

お茶の水女子大学大学院人間文化創成科学研究科教授 

弁護士  
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(2) 会議の運営 

ア．経営委員会は、原則としてひと月に２回開催し、放送法第 29 条第１項、第 42 条第３項、第 52

条、第 55条、第 76条第１項、第 82条第４項に規定する事項について審議し、議決を行います。 

イ．経営委員会は、３か月に１回以上、会長から職務の執行状況並びに放送法第 27 条に規定する苦

情その他の意見及び処理の結果の概要について報告を受けます。また、監査委員会が選定する監査

委員から、監査委員会の職務の執行状況の報告を受けます。 

ウ．会議には、放送法第 40 条第３項の規定により、会長が出席し、意見を述べることができます。

また、経営委員会は、経営委員会が求めた事項について、会長に説明を求めています。 

エ．会議の内容については、議事録を全国の各放送局及び営業センターに備え置くとともにインタ

ーネットのＮＨＫホームページに掲載し、情報公開の充実を図っています。 

 

 

(3) 会議の開催状況（平成 24年４月～25年２月） 

経営委員会における主な議決事項 

・ 平成 23年度業務報告書 

・ 平成 23年度財務諸表 

・ 予算総則の適用 

・ 平成 24年度標準役員報酬、平成 24年度役員交際費の支出限度額 

・ 理事の任命の同意 

・ 退任役員の退職金 

・ 平成 23年度役員の業績評価 

・ 平成 24年度会計監査人の任命 

・ 日本放送協会放送受信規約の一部変更 

・ 中央放送番組審議会委員、国際放送番組審議会委員の委嘱の同意 

・ 地上デジタルテレビジョン中継放送局、ラジオ・ＦＭ中継放送局の設置計画 

・ 新放送会館の移転整備 

・ オリンピックロンドン大会に係る一部の競技の生中継映像をインターネットを通じて一般に 

提供する業務 

・ ラジオ国際放送の中継国際放送を行う特定地上基幹放送局の廃止 

・ ミャンマーにおける協会国際衛星放送の実施 

・ 外国人向けテレビジョン国際放送の放送番組を有線テレビジョン放送事業者に放送と同時に 

提供する業務の延長 

・「らじる★らじる」への地域放送番組の追加 

・ 平成 25年度国内放送番組編集の基本計画 

・ 平成 25年度国際放送番組編集の基本計画 

・ 平成 25年度収支予算、事業計画及び資金計画 

 

なお、上記経営委員会の会議のほか、各委員と執行部、各地域の放送局長等との打合せ、協会の諸

行事への参加、業務執行状況の視察、説明聴取等の活動を随時行っています。 
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２２．監  査  委  員  会  
 

監査委員会は、役員の職務の執行を監査する権限を有しており、監査委員会が選定する監査

委員は、役員及び職員に対して、職務執行に関する事項の報告を求めることやＮＨＫの業務や

財産の状況を調査することができます。また、監査委員は、役員が不正の行為をしたときなど

は、経営委員会に報告することになっているほか、役員がＮＨＫの目的の範囲外の行為をする

などして、ＮＨＫに著しい損害が生じるおそれがあるときは、その行為を差し止めることもで

きます。監査委員会は３人以上の委員で構成され、監査委員は、経営委員会の委員の中から経

営委員会が任命し、少なくとも１人以上は常勤でなければなりません。 

 

(1) 監査委員会委員 
                         （平成 25年３月１日現在）  

氏    名 現     職 

井 原 理 代 

上 村 達 男 

渡  惠理子 

ＮＨＫ経営委員会委員（常勤）／香川大学名誉教授 

早稲田大学法学部・大学院法務研究科教授 

弁護士 

 

(2) 会議の運営 

ア．監査委員会は、放送法第 47条により各監査委員が招集します。 

監査委員会は、原則としてひと月に２回開催し、放送法第 39 条第５項、第 44 条、第 72 条    

第１項、第 74 条第１項、第 75 条、第 77 条第５項等に規定する事項について審議し、議決を行

います。 

イ．監査委員会は、経営委員会において議決された放送法改正に伴う内部統制関係議決四の１に基

づき、監査委員会の監査が実効的に行われるよう、会長と定期的に情報交換を行います。 

ウ．監査委員会は、内部統制関係議決四の２に基づき、内部監査室長と期初に内部監査の方針、計

画について事前協議を行うほか、内部監査室長から内部監査結果について都度報告を受けます。 

エ．監査委員会の選定する監査委員は、内部統制関係議決四の３に基づき、会計監査計画、会計監

査の状況、会計監査の結果等について会計監査人から説明、報告を受けます。 

オ．監査委員会は、内部統制関係議決四の４に基づき、監査委員会で必要があると議決した場合に

は、内部監査室を指揮命令することができます。 

 

(3) 監査委員会の活動状況 

ア．監査委員会は、平成 24年４月から 25年２月までに、合計 22回開催しています。 

イ．監査委員会は、役員、各部局長等へのヒアリングと業務執行状況の視察を行うほか、内部監査

室との連携を密にし、監査結果の報告徴収等を行っています。また、子会社等の社長等へのヒア

リング及び現場視察を行っています。 

ウ．監査委員会は、会計監査人から定期的に会計監査の報告を受け、意見交換を行っています。 

エ．監査委員会は、「平成 24年度重点監査項目」を定め、随時、経営委員会に職務の執行状況を報

告しています。また、平成 24年度終了時点で、執行部が作成する業務報告書及び財務諸表に添え

る意見書を提出することになっています。 
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２３．効率的な経営の推進による公共放送の価値の最大化  

 
公共放送としての役割を達成するため、協会独自の手法により、計画の進捗状況を適切に評

価・管理します。あわせて、公共放送としての役割の実現を目指す基本方針や、「公共」「信

頼」「創造・未来」「改革・活力」の４つの重点事項に加え、現場管理を一貫して管理し、マ

ネジメントの強化を図ります。 

また、業務の棚卸しや要員の見直し等を行い、より効率的かつ効果的な業務体制を構築する

とともに、子会社等の経営目標管理を徹底するなど、ＮＨＫグループとしてのガバナンスやマ

ネジメントを強化します。環境経営については、放送会館の省エネルギー化等に着実に取り組

みます。 

さらに、放送・サービスの質を向上させるため、公共放送を担う高い使命感を備えた人材を

確保するとともに、コンプライアンス意識の醸成やマネジメント力強化のための人材育成施策

を充実します。あわせて、人材の評価・配置の適正化により、職員の士気を高めるとともに、

活力ある職場づくりを進めます。 

 
(1) 経営計画の達成に向けた評価・管理 

・ 視聴者のみなさまからの評価に基づくＮＨＫ独自の手法により、経営計画の達成状況を適切に

管理・検証します。 

・ 「基本方針」「４つの重点目標」「現場管理」を一貫して管理する仕組みによるマネジメント

を推進します。 

 

(2) 効率的なＮＨＫの業務体制の構築 

・ すべての部門において、業務の棚卸しや、経費の削減を行い、事業の効率的な運営を推進しま

す。 

・ 要員や制度の見直し等により、給与の一層の抑制に努めます。 

・ 全国ネットワークを含む公共放送の役割を果たすための要員体制の構築・整備を進めます。 

 

(3) 効率的なグループ経営の推進 

・ 子会社等の経営目標管理を徹底し、ＮＨＫグループとしてのガバナンスを強化します。 

・ 子会社等の位置づけを明確にし、重複業務の整理や業務の仕分けを推進します。 

・ 事務系システム統合を進め、より効率的・効果的なＮＨＫグループの業務体制を構築しま   

す。 

・ 競争力のあるコンテンツの開発・展開、国際共同制作の強化等により、子会社等からの副次収

入の拡大に努めます。 

 

(4) 環境経営への取り組み 

・ 環境問題やエネルギー問題を取り上げるニュース・番組の制作、イベント等を実施します。 

・ ＣＯ２の削減目標を定め、放送会館や放送所、放送機器の省エネ化、自然エネルギーの導入を

推進するとともに、廃棄物の削減等を推進します。 
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(5) 公共放送を担う人材の確保と育成 

・ 公共放送を支える高い使命感を備えた人材を確保するため、より積極的で広範な採用活動を展

開します。 

・ コンプライアンス意識の醸成や、マネジメント力強化のための人材育成施策を更に充実させま

す。 

 

(6) 士気の向上と職場の活性化 

・ 評価、人材配置の一層の適正化を目指した施策を推進します。 

・ 海外の放送機関等への派遣や、異業種交流等、職員の意欲を高め、放送の充実とスキルアップ

に資する研修を拡充します。 

・ ワークライフバランスの実現に向けた新たな施策を試行します。 
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２４．平成２４～２６年度  ＮＨＫ経営計画  

 

＜ ３か年の基本方針 ＞ 

信頼される公共放送として、放送機能の強化と放送・サービスのさらなる充実を図

り、豊かで安心できる社会の実現と新しい時代の文化の創造に貢献します 
 

＜ ４つの重点目標 ＞ 

（1）公共 

安全・安心を守るなど公共放送の機能を強化するとともに、東日本大震災からの復

興を支援します 

○ いかなる災害時にも対応できる放送設備と体制の強化 

○ 地域の安全・安心に役立つ情報提供 

○ 東日本大震災を検証し復興を支援する番組 

○ 災害の映像・証言を歴史的資料として記録し保存・活用 
 

（2）信頼 

世界に通用する質の高い番組や、日本、そして地域の発展につながる放送・サービ

スを充実させます 

○ 確かなニュースや多様で質の高い番組 

○ 地域の再生、地域の活性化への貢献 

○ 国際発信力の強化 

○ 国際展開によるＮＨＫのブランド力の向上 
  

（3）創造・未来 

放送と通信の融合時代にふさわしい、さまざまな伝送路を利用した新たなサービス

を充実させます 

○ 放送と通信が融合した新たなサービスの提供と開発 

○ 新たなメディア環境に対応する技術とサービス基盤の確立 

○ 次世代の超高臨場感放送システムの開発 

○ 人にやさしい放送・サービスの拡充 

○ テレビ放送の完全デジタル移行後の課題への取り組み 
 

（4）改革・活力 

① 効率的な経営を行い、公共放送の価値を最大に高めます 
② 受信料を公平に負担していただくため、営業改革と受信料制度の理解促進に努 

めます 
③ 放送・サービスの質を向上させるため、活力ある職場づくりをすすめます 
 

＜ 事業収支（一般勘定）＞ 
                                              （単位 億円） 

区     分 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

事 業 収 入 6,489 6,451 6,549 

  う ち 受 信 料 6,269 6,179 6,305 

事 業 支 出 6,489 6,498 6,539 

事 業 収 支 差 金 － △ 47 10 

     建 設 積 立 金 （ 資 産 ） 400 400 400 

財政安定のための繰越金 789 769 771 
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〔 建 設 関 係 〕  

 

２５．建  設  計  画  の  概  要        
 
 

事              項 概                      要 

(1) 衛 星 放 送 設 備 の 整 備 衛星テレビジョン放送の送信設備等の整備 

(2) 放 送 網 設 備 の 整 備 

地震や停電等に備えた放送所の電源設備等の機能強化 

テレビジョン放送局、ラジオ・ＦＭ放送局の建設及び放送所 

設備の整備 

国際放送の送信設備を更新するための負担 

(3) 地 域 放 送 会 館 の 整 備 

京都放送会館の整備（平成 26年度運用開始予定） 

熊本放送会館の整備（平成 28年度運用開始予定） 

仙台放送会館の整備（平成 29年度運用開始予定） 

放送会館建設のための諸準備 

(4) 放 送 番 組 設 備 の 整 備 

首都直下地震等に備えた放送センター（本部）の代替機能の整備 

全国の取材・伝送機能等の強化 

番組制作・送出設備の整備 

会館電源・空調設備の更新等 

(5) 研究設備・一般設備等の整備 
研究開発のための設備の整備 

局舎設備の整備、自動車の更新等 
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〔 財 務 関 係 〕  

 

２６．予  定  貸  借  対  照  表  
 

（  協  会  全  体  ）   （単位 億円） 

 区 分  平成24年度末 平成25年度末 増 減 

 （資産の部）       

 流 動 資 産  2,117.3 2,002.9 △ 114.4 

 
 現金・預金・有価証券   1,887.3 1,776.6 △ 110.7 

  受 信 料 未 収 金   60.0 56.4 △ 3.6 

  その他の流動資産   169.9 169.8 △ 0.0 

 固 定 資 産  6,162.4 6,265.7  103.3 

 
 有形・無形固定資産   4,365.9 4,384.2  18.2 

  長期保有有価証券   1,654.4 1,739.5  85.1 

  出 資 等   142.0 142.0  － 

 特 定 資 産  583.6 583.6  － 

  建 設 積 立 資 産   583.6 583.6  － 

 

        

 （ 資 産 合 計 ）  8,863.3 8,852.3 △ 11.0 

 

 （負債の部）       

 流 動 負 債  2,133.0 2,076.6 △ 56.3 

         受 信 料 前 受 金   1,278.3 1,247.3 △ 31.0 

  その他の流動負債   854.6 829.3 △ 25.2 

     

 固 定 負 債  914.7 966.4  51.7 

         退 職 給 付 引 当 金   613.8 633.3  19.5 

  国 際 催 事 放 送 権 料 引 当 金   240.9 291.4  50.4 

  その他の固定負債   59.8 41.6 △ 18.2 

         

 （ 負 債 合 計 ）  3,047.7 3,043.1 △ 4.6 

 （純資産の部）       

 承継資本・固定資産充当資本  4,459.7 4,477.8  18.1 

       

 剰 余 金  1,355.8 1,331.3 △ 24.5 

    

 

     建 設 積 立 金   583.6 

 

583.6 

 

0 

 － 

  繰 越 剰 余 金   772.2 747.6 △ 24.5 

       

 （ 純 資 産 合 計 ）  
（65.6％） 

5,815.6 
（65.6％） 

5,809.1 

 

△ 

 

6.4 

 （負債・純資産合計）  8,863.3 8,852.3 △ 11.0 

（注） （ ）は、自己資本比率を表します。 



 

  - 57 - 

〔 番 組 ア ー カ イ ブ 業 務 関 係 〕     

  

２７．ＮＨＫオンデマンド  
 

ＮＨＫオンデマンドは、アーカイブス番組等を電気通信回線により、有料で一般の利用に直

接供するサービスです。提供番組の充実や利便性の向上等により、利用者の拡大を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔放送法第 20条第２項〕 

  協会は、前項の業務のほか、第 15条の目的を達成するため、次の業務を行うことができる。 

２ 協会が放送した放送番組及びその編集上必要な資料（これらを編集したものを含む。次号

において「既放送番組等」という。）を電気通信回線を通じて一般の利用に供すること（放

送に該当するものを除く。）。 
 

〔放送法第 73条第２項〕 

  協会は、第 20条第２項第２号及び第３項の業務に係る経理については、総務省令で定

めるところにより、その他の経理と区分し、それぞれ特別の勘定を設けて整理しなけれ

ばならない。 
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＜参考Ⅰ＞  平成 23 年度  貸借対照表及び損益計算書  

 

(1) 比 較 貸 借 対 照 表 

 

（ 協 会 全 体 ）   （単位 百万円） 

区 分 平成 22 年度末 平成 23 年度末 増 減 

資 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

産 

現 金 及 び 預 金 

受 信 料 未 収 金 

有 価 証 券 

番 組 勘 定 

前 払 費 用 

未 収 金 

その他の流動資産 

64,772 

6,666 

105,995 

12,023 

1,139 

8,234 

464 

84,187 

6,555 

109,282 

8,989 

1,121 

7,164 

108 

 

△ 

 

△ 

△ 

△ 

△ 

19,414 

110 

3,287 

3,034 

17 

1,069 

355 

流 動 資 産 合 計 
( 22.8) 

199,295 

( 24.4) 

217,409 

 

 

 

18,114 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

構 築 物 

機 械 及 び 装 置 

車 両 及 び 運 搬 具 

器 具 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

無 形 固 定 資 産 

出資その他の資産 

長期保有有価証券 

出 資 

長 期 前 払 費 用 

その他の出資その他の資産 

427,582 

176,015 

78,918 

116,766 

1,366 

1,455 

40,629 

12,430 

12,497 

231,884 

218,845 

10,575 

54 

2,408 

422,409 

172,209 

74,681 

119,870 

1,793 

1,961 

43,310 

8,582 

13,138 

237,417 

223,215 

10,575 

45 

3,580 

△ 

△ 

△ 

 

 

 

 

△ 

 

 

 

 

△ 

 

5,172 

3,806 

4,236 

3,103 

427 

506 

2,680 

3,847 

640 

5,532 

4,370 

－ 

9 

1,171 

固 定 資 産 合 計 
( 77.1) 

671,964 

( 75.6) 

672,965 

 

1,001 

放送債券償還積立資産 1,000 － △ 1,000 

特 定 資 産 合 計 
(  0.1) 

1,000 

(  －) 

－ 

 

△ 

 

1,000 

資 産 合 計 
(100.0) 

872,260 

(100.0) 

890,375 

 

18,115 
 

（注） 平成 23 年度の貸借対照表及び損益計算書作成にあたって、消費税及び地方消費税の会計処理

は税込方式によっています。 

なお、連結貸借対照表及び連結損益計算書作成は税抜方式によっています。 
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   （単位 百万円） 

区 分 平成 22 年度末 平成 23 年度末 増 減 

負 
 
 
 
 
 
 
 
 

債 
 
 
 

・ 
 
 
 

純 
 
 
 

資 
 
 
 

産 

 

一年以内に償還する放送債券 

未 払 金 

未 払 費 用 

災害修繕費用引当金 

固定資産撤去費用引当金 

受 信 料 前 受 金 

短 期 リ ー ス 債 務 

その他の流動負債 

10,000 

47,821 

27,512 

1,586 

4,992 

125,143 

616 

1,848 

－ 

57,814 

26,845 

526 

5,270 

127,701 

542 

1,729 

△ 

 

△ 

△ 

 

 

△ 

△ 

10,000 

9,993 

666 

1,060 

278 

2,557 

74 

118 

流 動 負 債 合 計 
( 25.1) 

219,521 

( 24.8) 

220,429 

 

 

 

908 

固定資産撤去費用引当金 

退 職 給 付 引 当 金 

役 員 退 任 引 当 金 

国際催事放送権料引当金 

長 期 リ ー ス 債 務 

その他の固定負債 

13,176 

53,569 

155 

21,553 

771 

2,127 

7,535 

55,228 

149 

22,047 

767 

1,865 

△ 

 

△ 

 

△ 

△ 

5,641 

1,658 

6 

494 

4 

262 

固 定 負 債 合 計 
( 10.5) 

91,354 

(  9.8) 

87,593 

 

△ 

 

3,761 

負 債 合 計 
( 35.6) 

310,875 

( 34.6) 

308,023 

 

△ 

 

2,852 

資 本 

承 継 資 本 

固定資産充当資本 

剰 余 金 

561,384 

163 

440,349 

120,872 

582,352 

163 

440,810 

141,378 

 

 

 

 

20,968 

－ 

461 

20,506 

純 資 産 合 計 
( 64.4) 

561,384 

( 65.4) 

582,352 

 

20,968 

負 債 純 資 産 合 計 
(100.0) 

872,260 

(100.0) 

890,375 

 

18,115 

（注） （ ）は、資産合計及び負債純資産合計を 100とした構成比率（％）です。 
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（ 一 般 勘 定 ）   （単位 百万円） 

区 分 平成 22 年度末 平成 23 年度末 増 減 

資 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

産 

現 金 及 び 預 金 

受 信 料 未 収 金 

有 価 証 券 

番 組 勘 定 

前 払 費 用 

番組アーカイブ勘定短期貸付金 

受託業務等勘定短期貸付金 

未 収 金 

その他の流動資産 

64,764 

6,666 

105,995 

12,023 

1,127 

5,187 

－ 

8,131 

464 

84,187 

6,555 

109,282 

8,989 

1,108 

6,592 

23 

6,952 

108 

 

△ 

 

△ 

△ 

 

 

△ 

△ 

19,423 

110 

3,287 

3,034 

19 

1,404 

23 

1,178 

355 

流 動 資 産 合 計 
( 23.3) 

204,359 

( 25.0) 

223,799 

 

 

 

19,440 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

構 築 物 

機 械 及 び 装 置 

車 両 及 び 運 搬 具 

器 具 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

無 形 固 定 資 産 

出資その他の資産 

長期保有有価証券 

出 資 

長 期 前 払 費 用 

その他の出資その他の資産 

427,525 

176,015 

78,918 

116,766 

1,366 

1,398 

40,629 

12,430 

12,497 

231,884 

218,845 

10,575 

54 

2,408 

422,382 

172,209 

74,681 

119,870 

1,793 

1,934 

43,310 

8,582 

13,138 

237,417 

223,215 

10,575 

45 

3,580 

△ 

△ 

△ 

 

 

 

 

△ 

 

 

 

 

△ 

 

5,142 

3,806 

4,236 

3,103 

427 

536 

2,680 

3,847 

640 

5,532 

4,370 

－ 

9 

1,171 

固 定 資 産 合 計 
( 76.6) 

671,907 

( 75.0) 

672,938 

 

1,030 

放送債券償還積立資産 1,000 － △ 1,000 

特 定 資 産 合 計 
(  0.1) 

1,000 

(   －) 

－ 

 

△ 

 

1,000 

資 産 合 計 
(100.0) 

877,267 

(100.0) 

896,738 

 

19,471 
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   （単位 百万円） 

区 分 平成 22 年度末 平成 23 年度末 増 減 

負 
 
 
 
 
 
 
 
 

債 
 
 
 

・ 
 
 
 

純 
 
 
 

資 
 
 
 

産 

 

一年以内に償還する放送債券 

未 払 金 

未 払 費 用 

災害修繕費用引当金 

固定資産撤去費用引当金 

受 信 料 前 受 金 

短 期 リ ー ス 債 務 

その他の流動負債 

10,000 

47,540 

27,512 

1,586 

4,992 

125,143 

585 

1,829 

－ 

57,476 

26,845 

526 

5,270 

127,701 

519 

1,691 

△ 

 

△ 

△ 

 

 

△ 

△ 

10,000 

9,936 

666 

1,060 

278 

2,557 

66 

138 

流 動 負 債 合 計 
( 25.0) 

219,190 

( 24.5) 

220,031 

 

 

 

840 

固定資産撤去費用引当金 

退 職 給 付 引 当 金 

役 員 退 任 引 当 金 

国際催事放送権料引当金 

長 期 リ ー ス 債 務 

その他の固定負債 

13,176 

53,569 

155 

21,553 

743 

2,127 

7,535 

55,228 

149 

22,047 

762 

1,865 

△ 

 

△ 

 

 

△ 

5,641 

1,658 

6 

494 

18 

262 

固 定 負 債 合 計 
( 10.4) 

91,326 

(  9.8) 

87,587 

 

△ 

 

3,738 

負 債 合 計 
( 35.4) 

310,516 

( 34.3) 

307,618 

 

△ 

 

2,897 

資 本 

承 継 資 本 

固定資産充当資本 

剰 余 金 

566,750 

163 

440,349 

126,237 

589,119 

163 

440,810 

148,145 

22,369 

－ 

461 

21,907 

純 資 産 合 計 
( 64.6) 

566,750 

( 65.7) 

589,119 

 

22,369 

負 債 純 資 産 合 計 
(100.0) 

877,267 

(100.0) 

896,738 

 

19,471 

（注） （ ）は、資産合計及び負債純資産合計を 100とした構成比率（％）です。 
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（注） （ ）は、資産合計及び負債純資産合計を 100とした構成比率（％）です。   
  

（番組アーカイブ業務勘定）  （単位 百万円） 

区 分 平成 22年度末 平成 23年度末 増 減 

資

産 

前 払 費 用 

未 収 金 

12 

159 

13 

203 
 

1 

43 

流 動 資 産 合 計 
( 75.2) 

172 

( 88.9) 

217 
 

 

45 

有 形 固 定 資 産 

器 具 

56 

56 

27 

27 

△ 

△ 

29 

29 

固 定 資 産 合 計 
( 24.8) 

56 

( 11.1) 

27 

 

△ 

 

29 

資 産 合 計 
(100.0) 

229 

(100.0) 

244 

 

 

 

15 

負

債

・

純

資

産

 

一般勘定短期借入金 

未 払 金 

短 期 リ ー ス 債 務 

5,187 

347 

31 

6,592 

390 

22 

 

 

△ 

1,404 

42 

8 

流 動 負 債 合 計 
(2,429.4) 

5,566 

(2,867.1) 

7,005 
 

 

1,439 

長 期 リ ー ス 債 務 28 5 △ 22 

固 定 負 債 合 計 
( 12.4) 

28 

(  2.3) 

5 

 

△ 

 

22 

負 債 合 計 
(2,441.8) 

5,594 

(2,869.4) 

7,011 
 

 

1,416 

資 本 

欠 損 金 

△ 

△ 

5,365 

5,365 

△ 

△ 

6,767 

6,767 

△ 

△ 

1,401 

1,401 

純 資 産 合 計 
 

△ 

(△2,341.8) 

5,365 

 

△ 

(△2,769.4) 

6,767 

 

△ 

 

1,401 

負 債 純 資 産 合 計 
(100.0) 

229 

(100.0) 

244 

 

 

 

15 
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（受託業務等勘定）   （単位 百万円） 

区 分 平成 22年度末 平成 23年度末 増 減 

資

産 

現 金 及 び 預 金 

未 収 金 

8 

23 

－ 

67 

△ 

 

8 

43 

流 動 資 産 合 計 
(100.0) 

31 

(100.0) 

67 

 

 

 

35 

資 産 合 計 
(100.0) 

31 

(100.0) 

67 

 

 

 

35 

負   

債   

・   

純   

資   

産 

一般勘定短期借入金 

未 払 金 

その他の流動負債 

－ 

13 

18 

23 

6 

37 

 

△ 

23 

7 

19 

流 動 負 債 合 計 
(100.0) 

31 

(100.0) 

67 

 

 

 

35 

負 債 合 計 
(100.0) 

31 

(100.0) 

67 

 

 

 

35 

純 資 産 合 計 
(   －) 

－ 

(   －) 

－ 
 

 

－ 

負 債 純 資 産 合 計 
(100.0) 

31 

(100.0) 

67 

 

 

 

35 

    （注） （ ）は、資産合計及び負債純資産合計を 100とした構成比率（％）です。 
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(2) 比 較 損 益 計 算 書 
（ 協 会 全 体 ）   （単位 百万円） 

区 分 平 成 22 年 度 平 成 23 年 度 増 減 

 

経

常

事

業

収

支

 

経 常 事 業 収 入 
(100.0) 

681,201 

(100.0) 

694,576 
 

 

13,375 

受 信 料 

交 付 金 収 入 

視 聴 料 収 入 

副 次 収 入 

受 託 業 務 等 収 入 

668,039 

3,553 

553 

6,906 

2,147 

682,010 

3,434 

1,034 

6,605 

1,491 

 

△ 

 

△ 

△ 

13,970 

118 

480 

301 

655 

経 常 事 業 支 出 
( 95.8) 

652,447 

( 96.4) 

669,446 
 

 

16,998 

国 内 放 送 費 

国 際 放 送 費 

既 放 送 番 組 配 信 費 

受 託 業 務 等 費 

契 約 収 納 費 

受 信 対 策 費 

広 報 費 

調 査 研 究 費 

給 与 

退 職 手 当 ・ 厚 生 費 

共 通 管 理 費 

減 価 償 却 費 

未 収 受 信 料 欠 損 償 却 費 

274,947 

12,784 

2,005 

485 

62,763 

17,284 

4,707 

7,733 

123,778 

56,642 

12,156 

68,940 

8,217 

282,477 

13,498 

2,054 

25 

62,672 

21,485 

5,190 

7,830 

123,182 

58,894 

12,265 

70,437 

9,431 

 

 

 

△ 

△ 

 

 

 

△ 

 

 

 

 

7,530 

714 

48 

460 

91 

4,201 

483 

97 

596 

2,252 

108 

1,497 

1,214 

経 常 事 業 収 支 差 金 
(  4.2) 

28,753 

(  3.6) 

25,130 

 

△ 

 

3,623 

 

経

常

事

業

外

収

支

 

経 常 事 業 外 収 入 
(  1.5) 

10,373 

(  1.6) 

11,125 
 

 

752 

財 務 収 入 

雑 収 入 

5,727 

4,645 

6,016 

5,109 

 

 

289 

463 

経 常 事 業 外 支 出 
(  2.4) 

16,781 

(  2.2) 

15,633 

 

△ 

 

1,147 

財 務 費 16,781 15,633 △ 1,147 

経 常 事 業 外 収 支 差 金 
 

△ 

(△0.9) 

6,408 

 

△ 

(△0.6) 

4,508 
 

 

1,900 

経 常 収 支 差 金 
(  3.3) 

22,345 

(  3.0) 

20,622 

 

△ 

 

1,722 

特

別

収

支 
特 別 収 入 

(  0.2) 

1,656 

(  0.6) 

4,482 

 

 

 

2,825 

固 定 資 産 売 却 益 

固 定 資 産 受 贈 益 

未収受信料欠損引当金戻入益 

固定資産撤去費用引当金戻入益 

そ の 他 の 特 別 収 入 

556 

73 

684 

－ 

343 

2,152 

30 

－ 

1,427 

872 

 

△ 

△ 

 

 

1,596 

43 

684 

1,427 

528 

特 別 支 出 
(  3.2) 

22,065 

(  0.6) 

4,136 

 

△ 

 

17,929 

固 定 資 産 売 却 損 

固 定 資 産 除 却 損 

災 害 修 繕 費 用 引 当 金 繰 入 

固定資産撤去費用引当金繰入 

固 定 資 産 減 損 損 失 

そ の 他 の 特 別 支 出 

73 

2,005 

1,586 

18,169 

－ 

230 

208 

2,596 

－ 

－ 

1,331 

－ 

 

 

△ 

△ 

 

△ 

134 

591 

1,586 

18,169 

1,331 

230 

当 期 事 業 収 支 差 金 
(  0.3) 

1,936 

(  3.0) 

20,968 
 

 

19,032 
 

当 期 事 業 収 支 差 金 

資 本 支 出 充 当 

事 業 収 支 剰 余 金 

 

1,936 

－ 

1,936 

 

 

 

20,968 

4,006 

16,962 

 

 

 

19,032 

4,006 

15,025 

（注） （ ）は、経常事業収入を 100とした比率（％）です。 
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（注） （ ）は、経常事業収入を 100とした比率（％）です。  

（ 一 般 勘 定 ）   （単位 百万円） 

区 分 平 成 22 年 度 平 成 23 年 度 増 減 

 

経

常

事

業

収

支

 

経 常 事 業 収 入 
(100.0) 

680,162 

(100.0) 

693,537 
 

 

13,374 

受 信 料 

交 付 金 収 入 

副 次 収 入 

668,039 

3,553 

8,569 

682,010 

3,434 

8,092 

 

△ 

△ 

13,970 

118 

476 

経 常 事 業 支 出 
( 95.5) 

649,529 

( 96.2) 

666,999 
 

 

17,470 

国 内 放 送 費 

国 際 放 送 費 

契 約 収 納 費 

受 信 対 策 費 

広 報 費 

調 査 研 究 費 

給 与 

退 職 手 当 ・ 厚 生 費 

共 通 管 理 費 

減 価 償 却 費 

未 収 受 信 料 欠 損 償 却 費 

274,947 

12,784 

62,763 

17,284 

4,506 

7,733 

123,661 

56,594 

12,126 

68,910 

8,217 

282,477 

13,498 

62,672 

21,485 

5,033 

7,830 

123,076 

58,849 

12,236 

70,407 

9,431 

 

 

△ 

 

 

 

△ 

 

 

 

 

7,530 

714 

91 

4,201 

527 

97 

584 

2,254 

109 

1,497 

1,214 

経 常 事 業 収 支 差 金 
(  4.5) 

30,633 

(  3.8) 

26,537 

 

△ 

 

4,095  

経

常

事

業

外

収

支

 

経 常 事 業 外 収 入 
(  1.5) 

10,373 

(  1.6) 

11,125 
 

 

752 

財 務 収 入 

雑 収 入 

5,727 

4,645 

6,016 

5,109 
 

289 

463 

経 常 事 業 外 支 出 
(  2.4) 

16,798 

(  2.2) 

15,639 

 

△ 

 

1,159 

財 務 費 16,798 15,639 △ 1,159 

経 常 事 業 外 収 支 差 金 
 

△ 

(△0.9) 

6,425 

 

△ 

(△0.6) 

4,513 
 

 

1,911 

経 常 収 支 差 金 
(  3.6) 

24,207 

(  3.2) 

22,023 

 

△ 

 

2,184 

特

別

収

支 
特 別 収 入 

(  0.2) 

1,656 

(  0.6) 

4,482 

 

 

 

2,825 

固 定 資 産 売 却 益 

固 定 資 産 受 贈 益 

未収受信料欠損引当金戻入益 

固定資産撤去費用引当金戻入益 

そ の 他 の 特 別 収 入 

556 

73 

684 

－ 

343 

2,152 

30 

－ 

1,427 

872 

 

△ 

△ 

 

 

1,596 

43 

684 

1,427 

528 

特 別 支 出 
(  3.2) 

22,065 

(  0.6) 

4,136 

 

△ 

 

17,929 

固 定 資 産 売 却 損 

固 定 資 産 除 却 損 

災害修繕費用引当金繰入 

固定資産撤去費用引当金繰入 

固 定 資 産 減 損 損 失 

そ の 他 の 特 別 支 出 

73 

2,005 

1,586 

18,169 

－ 

230 

208 

2,596 

－ 

－ 

1,331 

－ 

 

 

△ 

△ 

 

△ 

134 

591 

1,586 

18,169 

1,331 

230 

当 期 事 業 収 支 差 金 
(  0.6) 

3,798 

(  3.2) 

22,369 

 

 

 

18,570 

当 期 事 業 収 支 差 金 

資 本 支 出 充 当 

事 業 収 支 剰 余 金 

 

3,798 

－ 

3,798 

 

22,369 

4,006 

18,363 

 

18,570 

4,006 

14,564 
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（番組アーカイブ業務勘定）  （単位 百万円） 

区 分 平 成 22 年 度 平 成 23 年 度 増 減 

経

常

事

業

収

支 

経 常 事 業 収 入 
(100.0) 

553 

(100.0) 

1,034 
 

 

480 

視 聴 料 収 入 553 1,034  480 

経 常 事 業 支 出 
(450.7) 

2,496 

(241.1) 

2,494 

 

△ 

 

1 

既 放 送 番 組 配 信 費 

広 報 費 

給 与 

退 職 手 当 ・ 厚 生 費 

共 通 管 理 費 

減 価 償 却 費 

2,067 

201 

117 

47 

32 

29 

2,125 

157 

105 

45 

31 

29 

 

△ 

△ 

△ 

△ 

 

58 

44 

12 

2 

0 

－ 

経 常 事 業 収 支 差 金 
 

△ 

(△350.7) 

1,942 

 

△ 

(△141.1) 

1,460 
 

 

482 

経
常
事
業
外
収
支 

経 常 事 業 外 収 入 
( 14.4) 

80 

(  5.7) 

58 

 

△ 

 

21 

財 務 収 入 

雑 収 入 

80 

0 

58 

0 

△ 

 

21 

0 

経 常 事 業 外 収 支 差 金  
( 14.4) 

80 

 

 

(  5.7) 

58 

 

△ 

 

21 

経 常 収 支 差 金 
 

△ 

(△336.3) 

1,862 

 

△ 

(△135.4) 

1,401 

 

 

 

461 

当 期 事 業 収 支 差 金 
 

△ 

(△336.3) 

1,862 

 

△ 

(△135.4) 

1,401 

 

 

 

461 

 （注） （ ）は、経常事業収入を 100とした比率（％）です。 
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（受託業務等勘定）   （単位 百万円） 

区 分 平 成 22 年 度 平 成 23 年 度 増 減 

経

常

事

業

収

支 

経 常 事 業 収 入 
(100.0) 

2,147 

(100.0) 

1,491 

 

△ 

 

655 

受 託 業 務 等 収 入 2,147 1,491 △ 655 

経 常 事 業 支 出 
( 81.2) 

1,743 

( 80.6) 

1,202 

 

△ 

 

541 

受 託 業 務 等 費 1,743 1,202 △ 541 

経 常 事 業 収 支 差 金 
( 18.8) 

403 

( 19.4) 

289 

 

△ 

 

113 

経
常
事
業
外
収
支 

経 常 事 業 外 支 出 
(  2.9) 

63 

(  3.6) 

53 

 

△ 

 

9 

財 務 費 63 53 △ 9 

経 常 事 業 外 収 支 差 金 
 

△ 

(△2.9) 

63 

 

△ 

(△3.6) 

53 

 

 

 

9 

当 期 事 業 収 支 差 金 
( 15.9) 

340 

( 15.8) 

236 

 

△ 

 

104 

（注） （ ）は、経常事業収入を 100とした比率（％）です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

当 期 事 業 収 支 差 金 

一 般 勘 定 へ の 繰 入 れ 
 

340 

340 
 

236 

236 

△ 

△ 

104 

104 
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＜参考Ⅱ＞  平成23年度 連結貸借対照表及び連結損益計算書並びに子会社等系統図

  

(1) 比 較 連 結 貸 借 対 照 表 
 

                             （単位 百万円）   

区 分 平成 22年度末 平成 23年度末 増 減 

資 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

産 
 

現 金 及 び 預 金 

受 信 料 未 収 金 

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 

有 価 証 券 

棚 卸 資 産 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 の 流 動 資 産 

貸 倒 引 当 金 

 

 

 

 

 

 

 

△ 

104,006 

6,666 

25,929 

109,693 

20,393 

3,703 

10,209 

94 

 

 

 

 

 

 

 

△ 

126,580 

6,555 

25,741 

112,828 

15,694 

3,358 

8,219 

82 

 

△ 

△ 

 

△ 

△ 

△ 

22,574 

110 

187 

3,135 

4,698 

344 

1,990 

12 

流 動 資 産 合 計 
( 28.4) 

280,507 

( 29.5) 

298,898 
n 

 

18,390 

有 形 固 定 資 産 

建 物 及 び 構 築 物 

機械装置及び車両運搬具 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

その他の有形固定資産 

無 形 固 定 資 産 

出 資 そ の 他 の 資 産 

長 期 保 有 有 価 証 券 

繰 延 税 金 資 産 

長 期 前 払 費 用 

前 払 年 金 費 用 

その他の出資その他の資産 

貸 倒 引 当 金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△ 

435,294 

252,196 

118,253 

48,260 

12,962 

3,621 

15,199 

256,715 

239,426 

7,817 

485 

－ 

9,377 

391 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△ 

429,816 

244,383 

121,668 

51,038 

8,677 

4,049 

15,722 

268,714 

244,852 

7,314 

212 

363 

16,338 

368 

△ 

△ 

 

 

△ 

 

 

 

 

△ 

△ 

 

 

 

5,477 

7,813 

3,415 

2,778 

4,285 

427 

523 

11,998 

5,426 

502 

272 

363 

6,960 

23 

固 定 資 産 合 計 
( 71.5) 

707,209 

( 70.5) 

714,253 
 

 

7,043 

放送債券償還積立資産 1,000 － △ 1,000 

特 定 資 産 合 計 
(  0.1) 

1,000 

(   －) 

－ 

 

△ 

 

1,000 

資 産 合 計 
(100.0) 

988,716 

(100.0) 

1,013,151 

 

 

 

24,434 
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（単位 百万円） 

区 分 平成 22年度末 平成 23年度末 増 減 

負 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

債 
 

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 

短 期 借 入 金 

一年以内に返済する長期借入金 

一年以内に償還する放送債券 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 法 人 税 等 

災 害 修 繕 費 用 引 当 金 

固定資産撤去費用引当金 

受 信 料 前 受 金 

短 期 リ ー ス 債 務 

賞 与 引 当 金 

そ の 他 の 流 動 負 債 

17,117 

2,014 

200 

10,000 

50,717 

14,513 

3,674 

1,656 

4,992 

125,143 

840 

5,800 

6,302 

19,234 

1,842 

200 

－ 

44,446 

28,803 

2,781 

526 

5,270 

127,701 

774 

6,042 

5,945 

 

△ 

 

△ 

△ 

 

△ 

△ 

 

 

△ 

 

△ 

2,116 

171 

－ 

10,000 

6,270 

14,289 

892 

1,130 

278 

2,557 

66 

242 

357 

流 動 負 債 合 計 
( 24.6) 

242,973 

( 24.0) 

243,569 
 

 

595 

長 期 借 入 金 

固定資産撤去費用引当金 

退 職 給 付 引 当 金 

役 員 退 任 引 当 金 

国際催事放送権料引当金 

長 期 リ ー ス 債 務 

繰 延 税 金 負 債 

そ の 他 の 固 定 負 債 

800 

13,176 

64,901 

155 

21,553 

1,276 

57 

3,215 

5,394 

7,535 

67,025 

149 

22,047 

1,679 

53 

3,135 

 

△ 

 

△ 

 

 

△ 

△ 

4,594 

5,641 

2,124 

6 

494 

403 

3 

79 

固 定 負 債 合 計 
( 10.6) 

105,136 

( 10.6) 

107,021 

 

 

 

1,885 

負 債 合 計 
( 35.2) 

348,109 

( 34.6) 

350,590 

  

2,480 
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（単位 百万円） 

区 分 平成 22年度末 平成 23年度末 増 減 

純 
 
 
 

資 
 
 
 

産 

承 継 資 本 

固 定 資 産 充 当 資 本 

連 結 剰 余 金 

163 

440,349 

183,642 

163 

440,810 

205,532 

 － 

461 

21,890 

資 本 合 計 
( 63.1) 

624,154 

 

( 63.8) 

646,506 

 

 

 

 

22,352 

その他有価証券評価差額金 

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 

△ 

△ 

220 

209 

△ 

△ 

229 

418 

△ 

△ 

9 

208 

評価・換算差額等合計 
 

△ 

(△0.0) 

429 

 

△ 

(△0.1) 

647 

 

△ 

 

217 

少 数 株 主 持 分 
(  1.7) 

16,882 

(  1.7) 

16,701 

 

△ 

 

180 

純 資 産 合 計 
( 64.8) 

640,607 

 

( 65.4) 

662,560 

  

21,953 

負 債 純 資 産 合 計 
(100.0) 

988,716 

(100.0) 

1,013,151 

  

24,434 

（注） （ ）は、資産合計及び負債純資産合計を 100とした構成比率（％）です。 
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(2) 比 較 連 結 損 益 計 算 書 
（単位 百万円） 

区 分 平 成 22 年 度 平 成 23 年 度 増 減 

経

常

事

業

収

支

 

経 常 事 業 収 入 
(100.0) 

737,609 

(100.0) 

749,230 
 

 

11,621 

受 信 料 

そ の 他 の 経 常 事 業 収 入 

636,228 

101,380 

649,533 

99,697 

 

△ 

13,305 

1,683 

経 常 事 業 支 出 
( 97.2) 

716,695 

( 97.6) 

731,003 
 

 

14,308 

放 送 事 業 運 営 費 

未 収 受 信 料 欠 損 償 却 費 

そ の 他 の 経 常 事 業 支 出 

611,836 

8,217 

96,642 

627,051 

9,431 

94,520 

 

 

△ 

15,215 

1,214 

2,121 

経 常 事 業 収 支 差 金 
(  2.8) 

20,913 

(  2.4) 

18,226 

 

△ 

 

2,686 

経

常

事

業

外

収

支 

経 常 事 業 外 収 入 
(  1.3) 

9,724 

(  1.4) 

10,368 
 

 

643 

財 務 収 入 

その他の経常事業外収入 

4,010 

5,714 

3,840 

6,527 

△ 

 

170 

813 

経 常 事 業 外 支 出 
(  0.2) 

1,274 

(  0.1) 

357 

 

△ 

 

917 

財 務 費 

その他の経常事業外支出 

309 

965 

213 

144 

△ 

△ 

96 

821 

経 常 事 業 外 収 支 差 金 
(  1.2) 

8,450 

(  1.3) 

10,010 
 

 

1,560 

経 常 収 支 差 金 
(  4.0) 

29,363 

(  3.8) 

28,237 

 

△ 

 

1,126 

特

別

収

支 

特 別 収 入 
(  0.4) 

2,598 

(  0.6) 

4,467 

 

 

 

1,869 

固 定 資 産 売 却 益 

未収受信料欠損引当金戻入益 

負 の の れ ん 償 却 額 

固定資産撤去費用引当金戻入益 

そ の 他 の 特 別 収 入 

550 

684 

937 

－ 

425 

2,134 

－ 

－ 

1,427 

905 

 

△ 

△ 

 

 

1,583 

684 

937 

1,427 

480 

特 別 支 出 
(  3.2) 

23,681 

(  0.6) 

4,776 

 

△ 

 

18,904 

固 定 資 産 売 却 損 

固 定 資 産 除 却 損 

災 害 関 連 特 別 支 出 

災害修繕費用引当金繰入 

固定資産撤去費用引当金繰入 

固 定 資 産 減 損 損 失 

そ の 他 の 特 別 支 出 

74 

2,060 

261 

1,656 

18,169 

－ 

1,459 

210 

2,684 

－ 

－ 

－ 

1,674 

207 

 

 

△ 

△ 

△ 

 

△ 

135 

624 

261 

1,656 

18,169 

1,674 

1,251 

税 金 等 調 整 前 当 期 事 業 収 支 差 金 
 (  1.1) 

8,280 

 (  3.7) 

27,928 

 

 

 

19,647 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 

法 人 税 等 調 整 額 

 

△ 

4,768 

1,155 
 

4,124 

793 

△ 

 

643 

1,949 

少数株主損益調整前当期事業収支差金  
(   －) 

－ 
 

(  3.1) 

23,010 
 

 

－ 

少 数 株 主 利 益  778  658 △ 120 

当 期 事 業 収 支 差 金 
(  0.5) 

3,889 

(  3.0) 

22,352 

 

 

 

18,462 

（注） （ ）は、経常事業収入を 100とした比率（％）です。 
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(3) 子会社等系統図 

 

（平成24年３月31日現在） 

 

 

 

 

 

 

 
(株)ＮＨＫエンタープライズ  (株)放送衛星システム 

 (株)ＮＨＫエデュケーショナル  (株)総合ビジョン 

 
(株)ＮＨＫグローバルメディアサービス  NHK Cosmomedia America, Inc. 

 (株)日本国際放送  NHK Cosmomedia (Europe) Ltd. 

 (株)ＮＨＫプラネット  
(株)ビーエス・コンディショナル 
アクセスシステムズ 

 

 

 (株)ＮＨＫプロモーション  

 (株)ＮＨＫアート  

 (株)ＮＨＫメディアテクノロジー  (財)ＮＨＫサービスセンター 

 (株)ＮＨＫ出版  (財)ＮＨＫインターナショナル 

 (株)ＮＨＫビジネスクリエイト  (財)ＮＨＫエンジニアリングサービス 

 (株)ＮＨＫアイテック  (財)ＮＨＫ放送研修センター 

 (株)ＮＨＫ文化センター  (学)日本放送協会学園 

 ＮＨＫ営業サービス(株)  (公財)ＮＨＫ交響楽団 

   (福)ＮＨＫ厚生文化事業団 

   〈福利厚生団体〉 

 
  

日本放送協会健康保険組合 

   
(財)日本放送協会共済会 

    

（注）  1  (財)は財団法人、(公財)は公益財団法人、(学)は学校法人、(福)は社会福祉法人 
2  斜字体で表記している会社は、協会の直接出資のない会社 

3     内が連結子会社及び持分法適用会社 

日 本 放 送 協 会 

子 会 社 関 連 会 社 

関 連 公 益 法 人 等 
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